
 

第２回トラック輸送における取引環境・労働時間改善

中央協議会及びトラック運送業の生産性向上協議会 

 
平成 27 年 11 月 2 日（月）14 時 00 分～16 時 00 分 

於) 中央合同庁舎３号館１１階 特別会議室 

 
 

【 議 事 次 第】 

 

Ⅰ．開会 

 

Ⅱ．議題 

１． サービス産業の生産性向上協議会について 

２． 荷主及びトラック事業者の取り組み紹介 

３． 地方協議会の開催状況について 

４． トラック輸送における長時間労働の実態調査について 

５． その他 

 

Ⅲ．閉会 

 

【 配 布 資 料 】 
 

議事次第、委員名簿、配席図   

  資料１ サービス業の生産性向上協議会について         【国土交通省】 

  資料２ 荷主・運送事業者のパートナーシップの構築に向けて(例)【（株）カスミ】 

  資料３ 荷主・トラック事業者の好事例へのご意見        【国土交通省】 

資料４ 地方協議会開の開催について              【国土交通省】 

  資料５ トラック輸送における長時間労働の実態調査 概要 

 【厚生労働省・国土交通省】 

  資料６ 企業の競争力強化と豊かな生活を支える物流のあり方 

【日本経済団体連合会】 

  資料７ 人材不足への対応に関する調査結果 概要      【日本商工会議所】 

資料８ トラック運転者労働条件改善事業等について 等     【厚生労働省】 



 

トラック輸送における取引環境・労働時間改善中央協議会委員名簿 

トラック運送業の生産性向上協議会委員名簿 

                             （順不同・敬称略） 

   野尻 俊明  流通経済大学学長（座長） 

   齊藤  実  神奈川大学経済学部教授 

   松島  茂  東京理科大学大学院イノベーション研究科教授 

   上田 正尚  （一社）日本経済団体連合会 産業政策本部長 

輪島  忍  （一社）日本経済団体連合会 労働法制本部長 

   栗原  博  日本商工会議所 流通・地域振興部長 

小林 治彦  日本商工会議所 産業政策第二部長 

小林  信  全国中小企業団体中央会 労働・人材政策本部長 

   橋爪 茂久  （公社）日本ロジスティクスシステム協会 専務理事 

   黒川  毅  日本機械輸出組合 国際貿易円滑化委員会委員長 

      成瀬 茂広  トヨタ自動車（株）物流管理部長 

   鈴木 賢司  三菱商事（株）ロジスティクス総括部長 

坂本 克己  （公社）全日本トラック協会 副会長（総務委員長） 

   大髙 一夫  （公社）全日本トラック協会 副会長（物流政策委員長） 

三浦 文雄  （公社）全日本トラック協会 副会長（労働安全・衛生委員長）  

   山本 慎二  日本通運（株）業務部長 

   平川 則男  日本労働組合総連合会 総合政策局長 

村上 陽子  日本労働組合総連合会 総合労働局長 

難波 淳介  全日本運輸産業労働組合連合会 中央執行委員長 

   山口 浩一  全国交通運輸労働組合総連合 中央執行委員長 

   新原 浩朗  内閣府大臣官房審議官（経済財政運営担当） 

   山越 敬一  厚生労働省労働基準局長 

野村 栄悟  経済産業省商務流通保安グループ物流企画室長 

安藤 保彦  中小企業庁事業環境部取引課長 

藤井 直樹  国土交通省自動車局長  

   坂巻 健太  国土交通省総合政策局官房参事官（物流産業） 

 

※新原浩朗内閣府大臣官房審議官はトラック運送業の生産性向上協議会の委員のみ                



第２回～各分野で開催

製造業等の生産性向上に高い見識を有する経

営者等を招いて意見交換。

製造業の工場見学・製造業生産管理部等の実

務者からのノウハウの解説。

各分野のモデル的な事業者に対して、製造業等

のノウハウに基づくコンサルティングを実施。

業界内で、ベストプラクティスの創出・マニュアル

作成などを行い、横展開。

経団連のサポート

第１回サービス業の生産性向上協議会

４月２日の政労使会議決定を受け、「小売業、飲食業、宿泊業、介
護、道路貨物運送業において、経団連と意欲ある事業者等が協
力し、生産性向上を図る」枠組みとして、官民合同で立ち上げ。

６月１８日に、総理出席の下、第１回の協議会を首相官邸で５分
野共同で開催し、３００名弱が出席。

総理から、「労働力不足克服のためサービス生産性革命を起こす
とき」と期待を示すコメント。

サービス業の生産性向上協議会についてサービス業の生産性向上協議会について

トラック運送業

飲食業

小売業

宿泊業

介護

主な取組み例



www.kasumi.co.jp

Supermarket

ＷＩＮの循環型改善推進による
荷主・運送事業者のパートナーシップ構築とはKASUMI

２０１５．１１．2
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１．カスミの概要と環境の変化について

１



◇創業 1961年
◇店舗数 161店舗
◇資本金 144億28百万円(2014年2月末)
◇営業収益 2,502億58百万円(2015年2月期)
◇本社 茨城県つくば市
◇事業内容 食料品、家庭用品、衣料品等の小売

販売を行うスーパーマーケット事業

Supermarket

茨城
８8

栃木
８

埼玉
２9

群馬
６

千葉
２8東京

１

店舗数：１６５店舗

スーパーマーケット

２



Supermarket

CDＣ

IDＣ

SDＣ

CDＣ

中央流通センター

IDＣ

岩瀬流通センター

SDＣ

佐倉流通センター

建築中

ロジスティクスセンター

加工センター 配送・構内業務委託企業

■ＳＢＳロジコム株式会社

■飯塚運輸株式会社

■生熊運送株式会社

■三共貨物自動車株式会社

３



出店拡大

地域・お客様との交流推進

ＩＣＴマーケティング推進

茨城
８8

栃木
８

埼玉
２9

群馬
６

千葉
２8東京

１

ソーシャルシフト
の経営

地域に居住する
方々とカスミとの
関係性が企業価値

Supermarket

お客様
店舗従業員
ドライバー

センター作業者

４



ソーシャルシフトの経営

Supermarket

５



ソーシャルシフトの経営

Supermarket

販促与件① 出店加速・商品ニーズ多様化

環境与件② 物流人材不足・高齢化

商流の与件

少子高齢化
・マーケット縮小
・高付加価値シフト
・物流コスト高騰
・産地後継者不足

店舗の与件

少子高齢化
・マーケット縮小
・高付加価値シフト
・首都圏店舗

ローカル店舗の
ミッション二極化

お客様の与件

少子高齢化
・健康志向増加
・地域人口格差拡大
・核家族増加
・独身世帯増加

物流の与件

ドライバー不足・高齢化
20０７年運転免許制度改正、少子高齢化の影響により、
物流業界は危機的人材不足に陥っている。
（以下は政府及びＪＩＬＳ発表データ）

・２０１５年は全国需要に対し、ドライバー供給数が
２０万人不足する見通し。

・現在のドライバー平均年齢＝46.2歳
・トラックDの４０歳以上の割合が加速

（４ｔ＝５０％ １０ｔ＝７０％）
・女性ドライバー率２．４％

６



２．運送事業者と連携した改善の
取組について

７



www.kasumi.co.jp

カスミの改善活動

小濱会長

藤田社長

２００４年 改善スタート

現場の改善事例を発表する場として、
｢現場報告会｣を開催

店舗での現場報告会

優秀乗務員表彰

ロジスティック部物流改善活動

現地･現物・現実の３現主義

８



11

カスミ物流改善の変遷

２００４年 ２００６年 ２００８年 ２０１０年 ２０１２年 ２０１４年

■ＪＩＬＳ全国大会２０１０
（ＫＤＣチーム全国1位）
（岩瀬ＤＣチーム全国2位）

■ＪＩＬＳ全国大会２０１１
（岩瀬ＤＣチーム全国1位）
（ＫＤＣチーム全国2位）

■ＪＩＬＳ全国大会２０１２
（岩瀬ＤＣチーム全国1位）

■ＪＩＬＳ全国大会２０１４
（ＣＤＣチルドチーム全国1位）
（カスミ事務チーム全国2位）

（主な改善テーマ）
■２００４年度

・トヨタの改善指導
■２００５年度（改善元年）

・分科会スタート
・物流スローガン年度テーマ策定
・６つの物流品質策定
・４Ｓ推進

体制作り
ステップ１

（主な改善テーマ）
■２００６年～２００８年度

・店舗サービス推進
・作業効率化、標準化
（大部屋化改善スタート）
・配送乗務員意識改革

サービスの追及
ステップ２

前後工程との連携

（主な改善テーマ）
■２００９年～２０１1年度

・異常の見える化推進
・1円共感宣言～物量増加施策推進
・関連部署との連携施策推進
・大部屋化改善の水平展開

■２０１０年度～２０１４年度
・ＪＩＬＳ全日本物流改善事例大会

エントリー開始

ステップ３

（主な改善テーマ）
■２０１2年～２０１３年度

・現場気付き力施策
（固定概念の打破）

・施策の水平展開
・現場が主役の改善推進

■２０１４年度
・サービスからホスピタリティへ
・誇りあるチーム作り

価値感の共有
ステップ４

推進体制作りと
物流品質への
チャレンジ

全体最適への
チャレンジ

９



改善活動

ソーシャルシフトの中での改善活動の役割

現場の労働
強化回避

省人化
（原価低減）

作業効率化

活動ＭＨ
の創出

問題発見

×

効果検証 施策実行

改善ＰＤＣＡサイクル

全体最適＝ＷＩＮの循環

ソーシャルシフトを
実現する為のエネルギー

10



ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（１）

～店舗との連携によるドライバーの負担軽減～

11



ドライバーの声
『店舗での回収容器の積み方が乱雑で整理作業に時間が掛かる』

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（１） ～店舗との連携によるドライバーの負担軽減～

改善前

店舗

回収容器は、トラックから降ろされ配送乗務員によって仕分される。

休憩時間が取れない

センター

12



15

①臨店による説明

②店長会での説明

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（１） ～店舗との連携によるドライバーの負担軽減～

運送事業者

カスミ

13



店舗での容器整理が改善し、配送作業と手待ち時間が削減された。

改善後

３０分～４５分
の作業時間短縮
３０分～４５分
の作業時間短縮
３０分～４５分
の作業時間短縮

運送事業者とカスミの
ＷＩＮ・ＷＩＮの仕組

４ｔ車のセンター
容器整理作業が
約５０％削減

改善効果

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（１） ～店舗との連携によるドライバーの負担軽減～

14



店舗の声 『商品台車を売場の通路別に引き込んでほしい』

削減時間
改善効果

店舗作業 物流作業

店舗品出し準備
作業時間

増加時間

ドライバー
作業時間

①配送遅延の影響度を現地調査 ②引き込み作業の標準化

全体最適の考え方

ＷＩＮの循環

物流改善により、店舗の悩みを解決・・・

配送ドライバー
の負担増加

15



店舗での容器整理が改善し、配送作業と手待ち時間が削減された。

ＷＩＮの循環

お店が配送ドライバーのために動いてくれた

ＷＩＮの循環の
考え方

ＷＩＮの循環の
考え方

ＷＩＮの循環の
考え方

16



ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（２）

～ドライバーと連携した積込時間の削減～

17



20

月間ランキング

人力仕分

４ｔ車の１台の積み込み
作業時間平均６４分の内、

荷繰り作業が
平均２３分ある事が判明。ドライバー荷繰り

改善前 センターでの商品の積み方が乱雑で積み直しに時間が掛かる

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（２） ～ドライバーと連携した積込時間の削減～

18



21

人力仕分

積み込み前に異常を
発見したら、構内に伝え
て直してもらう。

積み込み前に異常を
発見したら、構内に伝え
て直してもらう。

積み込み前に異常を
発見したら、構内に伝え
て直してもらう。

ドライバー・構内作業員との
ＷＩＮ・ＷＩＮの仕組

４ｔ車のセンター
積み込み時間が
約３６％削減

改善後 １）配送が異常を発見したら、構内が全て積み直し
２）ドライバーが構内作業者へ積み方を教えるＯＪＴを実施

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（２） ～ドライバーと連携した積込時間の削減～

商品が揺れない積み方

19



ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（３）

～女性にも優しい荷役作業の導入～

20



重い商品の上積み
「仕分けに時間がかかるし、重労働。どうにかしてほしい・・・」

お店と現地現物で
意見交換しながら、

商品積み方マニュアルを
変更

店舗の作業に沿った積み方マニュアルを作成。

お店の環境変化に物流が対応・・・

店舗からの声 『女性に優しい青果・グロサリー台車の積み方にならないか』

重い商品
を定義

積み方を
決めて

みんなで
共有

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（３） ～女性にも優しい荷役作業の導入～

21



重い商品の上積み
「仕分けに時間がかかるし、重労働。どうにかしてほしい・・・」

店舗の作業に沿った積み方マニュアルを作成。

お店の環境変化に物流が対応・・・

店舗からの声 『女性に優しい青果・グロサリー台車の積み方にならないか』

重い商品
を定義

積み方を
決めて

みんなで
共有

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（３） ～女性にも優しい荷役作業の導入～

センターも高齢者が増加している・・・

物流センターの作業者や
ドライバーにとっても優しい・・・

22



ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（４）

～共同配送ネットワークの構築による物流効率化～

23



入荷

ベンダー センター 店舗

kasumi kasumi

調 達 店 配

調達物流を利用した納品代行を実施

１４：００ １９：００ ０：００ ５：００ １０：００

３０車両

１５車両

出荷

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（５） ～共同配送ネットワークの構築による物流効率化～

■ 経由センター型サプライチェーンマネジメント
（ＴＣ型ＳＣＭ）

24



IDC

CDC

【北関東広域モジュール】
ＣＤＣ＝７０店舗（マザーＴＣ）
ＩＤＣ＝５０店舗（サテライトＴＣ）
ＫＤＣ＝１２０店舗（マザー併設ＤＣ）

【主管地域】
茨城県、栃木県、群馬県

【首都近郊中域モジュール】
ＴＣ・ＰＣ・ＤＣ併設５０店舗対応
総合センター×２拠点
（店舗加重距離短縮コンセプト）

【主管地域】
埼玉県、千葉県、東京

埼玉ＬＣ

第４センター（未定）

佐倉ＤＣ（ＴＣ・ＰＣ・ＤＣ）
２０１６年度（５０店舗対応）

■ ローカルメリットの最大活用

ＳＤＣ

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（５） ～共同配送ネットワークの構築による物流効率化～

25



４４

既存センターの延命

２便フェーズ

入荷フロー

１８時 ５時 ６時 ９時 １８時２１時

加工肉
メーカー

加工肉納品時間変更

メーカーメリット

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（５） ～共同配送ネットワークの構築による物流効率化～
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ベンダー
１２社

少量メーカーの現実

配送帳合企業の混載便に
相乗りしている状況・・・

① メーカーより配送
企業の方が立場が強い

② 都合よくローコスト便
が見つからない・・・

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（５） ～共同配送ネットワークの構築による物流効率化～
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調達物流を利用した納品代行を実施

共同配送ネットワークの構築

調達物流ネットワーク

調達ベンダー
１２社

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（５） ～共同配送ネットワークの構築による物流効率化～
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31

調達物流を利用した納品代行を実施

空スペース少

空スペース多

大口メーカー○
小口メーカー×

２便入荷 ２便出荷

入荷フロー

１８時 ５時 ６時 ９時 １８時２１時

共同配送ネットワークの構築②

センター前センター運用によるＪＩＴ入荷

加工肉
メーカー様

３便フェーズ

小口メーカー
調達便

小口メーカー
調達便

センター前センター

小口メーカー
転送便 流通加工流通加工

相乗りベンダー
１２社

１２社
集 約

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

Ｄ社

Ｅ社

Ｆ社

Ｇ社

Ｈ社

Ｉ社

Ｊ社

Ｋ社

Ｌ社

Ｍ社

Ｎ社

Ｏ社

Ｐ社

Ｑ社

Ｒ社

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（５） ～共同配送ネットワークの構築による物流効率化～
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流通加工流通加工

１２社
集 約

岩瀬ＤＣ

中央ＤＣ

集約納品

改善項目

①入荷車両の削減

②バース効率化

③台車積載効率化

⑤検品効率化

④納品作業効率化

メリット

◎

量販メーカー

少量メーカー

物流センター

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（５） ～共同配送ネットワークの構築による物流効率化～
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Ｃ社 Ｉ社 Ｐ社 Ｅ社 Ｊ社

５０

１００

１５０

２００

≪改善効果≫

（分）
４５％削減４５％削減４５％削減

５０％削減５０％削減５０％削減

２７％削減２７％削減２７％削減

２４％削減２４％削減２４％削減

１９％削減１９％削減１９％削減

【入荷仕分時間】

３３％削減

必ず決められた時間で帰ってくる車両
配送コストも大幅に削減

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（５） ～共同配送ネットワークの構築による物流効率化～
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３．まとめ
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カイゼン事例件数 ２００４年～２０１５年

■ＪＩＬＳ全国大会２０１０
（ＫＤＣチーム 全国1位）
（岩瀬ＤＣチーム 全国2位）

■ＪＩＬＳ全国大会２０１１
（岩瀬ＤＣチーム 全国1位）
（ＫＤＣチーム 全国2位）

■ＪＩＬＳ全国大会２０１２
（岩瀬ＤＣチーム 全国1位）
（ＫＤＣチーム 入賞）

■ＪＩＬＳ全国大会２０１４
（ＣＤＣチルドチーム 全国1位）
（カスミ事務チーム 全国2位）

日本ロジスティクスシステム協会主催
ＪＩＬＳ物流改善事例大会出場事例

■ＪＩＬＳ全国大会２０１５
（カスミチルドチーム 入賞）
（カスミドライチーム 入賞）

◇ カスミ物流改善の１２年間の取組み ◇
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◇ カスミ物流改善が１２年続いた理由 ◇

単に ”改善活動をしよう” “効率を上げよう” だけでは
長続きはできなかったと思う

・気付いたアイデアを定期的に話し合う場を持った
・改善活動を通じて、前後工程に連携を生み出した
・気がつくと自分たちの仕事が楽になり周りからも喜ばれた

活動を通して現場が主役になった
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◇ “価値観の明確化・共有化”へ ◇

物流品質物流品質

ＣＤＣの
一員としての

働き方

ＣＤＣの
一員としての

働き方

ＣＤＣと接する
全ての方との

関わり方

ＣＤＣと接する
全ての方との

関わり方

根底にある心が人をつなげる
35



事務大部屋
分科会

◇ 価値観にみんなで触れ、みんなで考える ◇

価値観をみんなで考えるということは
みんなで同じ考えをもって仕事に向き合えるということ

現場の直感を大切に、
まずは気づきをミーティングで伝えてみる

ＣＤＣドライ
分科会

ＩＤＣ構内
分科会

挨拶身だしなみ
分科会

積み方分科会配送分科会ＣＤＣチルド
分科会

エコ・リサイクル
分科会
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◇ 改善活動の効果とは・・・ ◇

信頼関係を通して、
意見の言い合えるチームになった。

言ったら気まずいから、
言い合うことが当たり前に・・・

37



◇ 創出ＭＨ＆モチベーションが燃料！！ ◇

構内構内

作業パートナー

配送配送

配送パートナー

店舗店舗

配給パートナー

商流
地域
商流
地域

供給パートナー

改善
エンジン

いいね！

いいね！

創出ＭＨ

いいね！ いいね！

創出ＭＨ

創出ＭＨ

創出ＭＨ
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◇ 物流改善プロジェクトの発進！！ ◇

構内構内

作業パートナー

配送配送

配送パートナー

店舗店舗

配給パートナー

商流
地域
商流
地域

供給パートナー

販
売
部

店
舗
開
発

シ
ス
テ
ム

ロジスティック
本部

商
品
部

配
送
会
社

ベ
ン
ダ
ー

３
Ｐ
Ｌ

物流改善
プロジェクト
ＷＩＮの循環

39



ＷＩＮの循環の
考え方

ＷＩＮの循環の
考え方

ＷＩＮの循環の
考え方

改善推進の為のＷＩＮの正体

誇り・やりがい

思いやり・感謝

損・得

利権・金

40



改善推進の為のＷＩＮの正体

誇り・やりがい

思いやり・感謝

損・得

利権・金

物 金人人

改善活動とは
人の価値を追求する

ソーシャルアクション！！

41



２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４

２０００

１０００

３０００

４０００

５０００

６０００

（万人）
ソーシャルメディア

利用者推移
６０００万人突破

ＳＮＳによるコミュニケーションの拡大は
情報伝達方法と価値観を大きく変えた・・・

ニセモノが淘汰され
共感をより多く得たホンモノが生き残る時代

Social Shift

ソーシャルシフト

42



情報を
信用する

人を
信用する× ○

ＳＮＳによるコミュニケーションの拡大は
情報伝達方法と価値観を大きく変えた・・・

ニセモノが淘汰され
共感をより多く得たホンモノが生き残る時代

Social Shift

ソーシャルシフト

伝達 共感

身近な人の感想

『いいね』の数

チラシ・CM

マネキン・営業 ≦
43



CDＣ

IDＣCDＣ

中央流通センター

IDＣ

岩瀬流通センター

ロジスティクスセンター

業務委託企業

ＳＢＳロジコム株式会社

飯塚運輸株式会社

生熊運送株式会社

三共貨物自動車株式会社

車両数

166

78

90

82

従業員
数

390

260

100

355

乗務員

150

77

96

84

入社

20

5

40

18

退社

5

3

10

3

女性

1

0

10

5

直近の１年間のドライバー入退社状況

■入社８３名：退社２１名 （定着率約７５％）

■女性ドライバー１６名（全体の約４％）退社０名

■車両数４１６台
■ドライバー合計４０７名

カスミ配送の人材確保状況

店舗数増加による
ドライバー募集に対して、

応募が途切れない状態

生熊運送(株)配送責任者談
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CDＣ

IDＣCDＣ

中央流通センター

IDＣ

岩瀬流通センター

ロジスティクスセンター

業務委託企業

ＳＢＳロジコム株式会社

飯塚運輸株式会社

生熊運送株式会社

三共貨物自動車株式会社

車両数

166

78

90

82

従業員
数

390

260

100

355

乗務員

150

77

96

84

入社

20

5

40

18

退社

5

3

10

3

女性

1

0

10

5

直近の１年間のドライバー入退社状況

■入社８３名：退社２１名 （定着率約７５％）

■女性ドライバー１６名（全体の約４％）退社０名

■車両数４１６台
■ドライバー合計４０７名

カスミ配送の人材確保状況

物流人材不足とソーシャルシフト

ドライバーは募集広告の他に、口コミ・ＳＮＳ
ネット情報で企業の評価をする時代である・・・

カスミの女性ドライバーは、紹介や口コミにより
『自分たちでもこの職場なら働けると入社した・・・』

判ったこと・・・

環境変化のポイント
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www.kasumi.co.jp

共感が連携を生む
それが人の最大のメリット

ありがとうございました！！
presents   by



【機密性２】

・本件の事例は、容易に一般化できない企業の風
土、企業の価値観があることを認識したうえで、他
企業においては本件好事例の中からヒントを獲得
することが肝要であろう。

・自社のおかれている環境（地理的、取扱い品目
等）を客観的に把握、認識し、改善の目的を明確
化したうえで取組を進めることが大切である。その
際、コストについて関係者間で合意が必要であろ
う。

・物流市場、取引環境は刻々を変化していることを
踏まえたうえで、改善の方向性を定め柔軟に対応
する必要がある。

・荷主・物流事業者間では、改善の目的の共通化
を図り、改善内容（プロセス）を見える化することが
重要である。

・あらゆる取引（ビジネス）は、経済原則に則りなが
らも関係者間の良好な人間関係、信頼関係の構
築、維持が重要である。
・本事例事業所では、3PLの安易な利用に警鐘を
鳴らしており、参考にすべきである。

荷主・トラック事業者の好事例へのご意見

取組のいい点 改善を行う場合のアドバイス

【流通経済大学学長 野尻俊明 】

・明確な企業理念、目的をもって改善に取り組ん
でいることが、最も評価される。

・関係する人々の良好な人間関係の構築が前提
となっており、システム化、マニュアル化が進む流
通、物流のセンター管理に一石を投じるものと
なっている。

・自社の展開に応じて、地域や作業の特性を活
かした改善の取組がなされている。

・改善に当たっては、現場主義を徹底し関係事業
者間でのWIN―WINの関係を基本としている。
・社会の少子高齢化を踏まえて、女性や高齢者
の活用を積極的に行い、人材の確保、育成に成
功している。

・組織の縦割りをできるだけ排除する目的で、多
能化が進められている。



【機密性２】

荷主企業であるスーパーの物流管理者が、以前物流
事業者のスタッフとして3PL業務を経験しており、配送を
含めて物流の実態を充分に把握していた。こうした物流
に精通した管理者がいるなかで、現場での労働時間改
善に向けた取組みが実現されている。さらには、配送を
担うトラック運送事業者との間でも緊密な関係が維持さ
れており、課題解決に向けた取り組みが両者の協働のも
とで実現できた。

今回のケースを見ると、荷主企業が物流を積極的に改
善していく基本的な姿勢をしっかりと持っており、それがあ
るからこそ、ドライバーの労働時間短縮の問題を改善する
ことにも積極的に取組むことができたと考えられる。しかし
ながら、実際にはこうした荷主企業はむしろ少なく、物流
の改善に積極的でない荷主企業が多い。
したがって、こうした事例を参考にしてトラック運送業者
側で、より積極的に多様な物流の現場の改善を提案して
いくことが重要だと考えられる。荷主企業と物流の現場で
の問題点について情報を共有して、効率化を実現するこ
とが荷主企業のメリットになることを明らかにし、物流の改
善マインドを引き出しながら、ドライバーの長時間労働の
改善につながる提案を行うことが必要である。

荷主・トラック事業者の好事例へのご意見

改善を行う場合のアドバイス

【神奈川大学経済学部教授 齊藤実 】

荷主企業であるスーパーは、物流が小売業にとっ
て重要な生命線だという考えから、配送センターへ
の設備投資を行い、自社の物流システムの効率化
に積極的に取り組んできた。そして、物流現場では
独自の改善活動を繰り広げており、これによって作
業の効率化を押し進めて、現場労働の軽減してき
た。こうした企業の物流を改善する積極的な取り組
みの姿勢が、今回のドライバーの長時間労働を改
善するのに重要な要素となっている。
さらに、スーパーは、配送センター、配送、店舗な
ど、それぞれの部門でさまざまな課題を抱えている
なかで、事業運営において「部分最適から全体最
適」といったロジスティクスの考えを持っている。こ
れに基づいて、各セクションの部分最適を改めて、
企業の全体最適を実現することが指向されている。
今回のドライバーの労働時間短縮の取り組みで
は、配送センターで回収品を短時間で処理するた
めに、店舗で回収品の仕分けを行うことが大きなポ
イントとなっている。それは店側にとっては新たな負
担となるのであって、これをすべての店舗で負担で
きるように組織的な取組みが行われた。結果として、
全体最適につながる改善を達成することが可能と
なった。

取組のいい点



地方協議会の開催について

開催日

北海道 北海道 7月24日

東北

青森 7月29日
岩手 7月30日
宮城 7月31日
秋田 7月30日
山形 7月27日
福島 7月27日

関東

茨城 7月24日
栃木 7月30日
群馬 7月31日
埼玉 7月22日
千葉 7月27日
東京 7月13日
神奈川 7月27日
山梨 7月28日

北陸
信越

新潟 7月13日
長野 7月30日
富山 7月27日
石川 8月 7日

中部

愛知 7月23日
静岡 8月 7日
岐阜 8月 3日
三重 8月 3日
福井 7月30日

開催日

近畿

大阪 7月23日
京都 8月 4日
兵庫 8月 3日
滋賀 7月27日
奈良 7月28日
和歌山 8月 7日

中国

広島 7月23日
鳥取 7月27日
島根 8月 3日
岡山 8月 6日
山口 7月29日

四国

徳島 7月29日
香川 7月30日
愛媛 8月 6日
高知 7月31日

九州

福岡 8月 4日
佐賀 8月11日
長崎 8月10日
熊本 8月 6日
大分 7月23日
宮崎 8月 6日
鹿児島 8月 5日

沖縄 沖縄 7月31日

※各都道府県の第１回協議会は平成27年8月11日までに開催済み。



【機密性２】 

平成27年8月20現在

運輸局 都道府県 座長 学識経験者 荷主企業 トラック事業者 経済・荷主団体
トラック運送事

業者団体
組合団体 行政庁

北海道 北海道 千葉　博正 千葉　博正
（札幌大学経営
学部教授）

仲屋一也
（ホクレン農業
協同組合連合
会管理本部物
流部長）
　
山口　重幸
（北海道漁業協
同組合連合会
営業企画部長）
　
石岡　忠雄
（マックスバリュ
北海道（株）取
締役経営管理
本部長）
　
関口　厚志
（王子製紙(株)
苫小牧工場事
務部長）

工藤　修二
（（株）トッキュウ
代表取締役）
　
渡邊　英俊
（北海道フーズ
輸送（株）代表
取締役）
　
野村　佳史
（（株）丸日日諸
産業代表取締
役）

菊嶋　明廣
（一般社団法人
北海道商工会
議所連合会常
務理事）
　
神　　秀治
（北海道経済連
合会常務理事）
　
福迫　　均
（北海道中小企
業団体中央会
専務理事）

伊藤　昭人
（公益社団法人
北海道トラック
協会会長）

紺野　則仁
（全日本運輸産
業労働組合連
合会北海道地
方連合会執行
委員長）
　
渡辺　直志
（日本労働組合
総連合会北海
道連合会副委
員長）

北海道労働局
長
　
北海道労働局

労働基準部長
　
北海道運輸局
長
　
北海道運輸局
自動車交通部
長
　
北海道経済産
業局産業部長

東北 青森 井上　隆 井上　隆
（青森大学経営
学部教授）

田代　直也
（三菱製紙（株）
八戸工場工場
長）

野村　義矢
（キヤノンプレシ
ジョン（株）体表
取締役）

及川　和彦
（日通青森支店
支店長）

荒谷　彰男
（三八五流通
（株）顧問）

中村　健
（中長運送（株）
代表取締役社
長）

沼田　廣
（（一社）青森県
経営者協会会
長）

太田　修
(全国農業協同
組合連合会青
森県本部県本
部長）

木村　英敬
（（一社）青森県
トラック協会会
長）

山内　裕幸
（全日本運輸産
業労働組合青
森県連合会）

青森労働局長

東北運輸局長

青森運輸支局
長

東北 岩手 元田　良孝 元田　良孝
（岩手県立大学
総合政策学部
教授）

照井　勝也
（全国農業協同
組合連合会岩
手県本部副本
部長）

山本　篤
（トヨタ自動車東
日本（株）岩手
工場
工務部主査）

小澤　和之
（（株）十文字チ
キンカンパニー
常務執行役員）

小野寺　正太
郎
（八ツ星運輸
（株）代表取締
役）

中平　賢正
（十久運送（有）
代表取締役）

佐久間　啓文
（日本通運（株）
盛岡支店支店
長）

猿川　毅
（岩手県商工会
議所連合会事
務局長）

高橋　嘉信
（岩手県トラック
協会会長）

柴谷　正孝
（全日本運輸産
業労働組合岩
手県連合会執
行委員長）

岩手労働局長

東北運輸局長

岩手運輸支局
長

地方協議会委員一覧表



【機密性２】 

運輸局 都道府県 座長 学識経験者 荷主企業 トラック事業者 経済・荷主団体
トラック運送事

業者団体
組合団体 行政庁

東北 宮城 徳永　幸之 徳永　幸之
（宮城大学教授
事業構想学部
長）

清野　寿生
（アイリスオー
ヤマ（株）本部
工場長兼角田
工場長）

高久　亨一
（生活協同組合
連合会コープ東
北サンネット事
業組合物流本
部長補佐）

都築　祐一
（全国農業協同
組合連合会宮
城県本部管理
部長）

川上　正智
（日本製紙(株)
石巻工場工場
長代理兼事務
部長）

千葉　孝男
（古川貨物（株）
代表取締役）

秋田　進
（日本通運（株）
執行役員仙台
支店長）

庄子　清一
（（株）庄子運送
代表取締役）

菅原　秀徳
（（一社）東北経
済連合会地域
政策部長）

相田　雅博
（仙台商工会議
所中小企業支
援部次長）

髙山　健司
（（一社）宮城県
経営者協会事
務局長）

須藤　弘三
（宮城県トラック
協会会長）

佐々木　弘明
（全日本運輸産
業労働組合宮
城連合会執行
委員長）

石井　浩二
（全国交通運輸
労働組合総連
合宮城県支部
委員長）

宮城労働局長

東北運輸局長

宮城運輸支局
長

東北 秋田 森　和彦
（秋田大学教育
文化学部教授）

小野　秀昭
（流通経済大学
物流科学研究
所教授）

杉山　昌史
（全国農業協同
組合連合会秋
田県本部本部
長）

吉田　彰彦
（日本製紙（株）
秋田工場工場
長）

田口　正見
（秋田プライウッ
ド（株）取締役生
産本部長）

近藤　哲泰
（六郷小型貨物
自動車運送
（株）代表取締
役）

赤上　信弥
（（株）秋田市場
運送代表取締
役）

末次　龍一
（ヤマト運輸
（株）秋田主管
支店長）

藤原　清悦
（（一社）秋田県
経営者協会会
長）

嶋田　康子
（秋田県トラック
協会会長）

澤田　宏
（全日本運輸産
業労働組合秋
田県連合会執
行委員長）

秋田労働局長

東北運輸局長

秋田運輸支局
長

東北 山形 高木　郁郎 高木　郁郎
（日本女子大学

名誉教授）

鈴木　英和
（全国農業協同
組合連合会山
形県本部本部

長）

鈴木　隆一
（（株）でん六代

表取締役）

横尾　新一
（第一貨物（株）
山形支社長）

秋野　明
（酒田海陸運送
（株）代表取締

役）

丹　哲人
（（一社）山形県
経営者協会専
務理事）

矢野　佳伸
（山形県トラック
協会会長）

鈴木　純一
（全国交通運輸
労働組合総連
合山形県支部
委員長）

大場　暁
（全日本運輸産
業労働組合山
形県連合会執
行委員長）

山形労働局長

山形労働局労
働基準部長

東北運輸局長

山形運輸支局
長

東北 福島 今野　順夫 今野　順夫
（福島大学名誉
教授）

平栗　嗣久
（株）ヨークベニ
マル物流事業
部長

青木　文造
アサヒビール
（株）福島工場
総務部長

渡辺　経佳
日東紡績（株）
福島工場副工
場長兼総務部
長

右近　八郎
（マクサム通運
（株）代表取締
役）

西條　久義
（日本通運（株）
郡山支店支店
長）

鎌田　武雄
（昭和運輸（株）
代表取締役）

加治　雄司
（磐城通運（株）
常務取締役）

石井　浩
（福島県商工会
議所連合会常
任幹事）

続橋　英一
（全国農業協同
組合連合会福
島県本部副本
部長）

渡邉　泰夫
（福島県トラック
協会会長）

田母神　正広
（全日本運輸産
業労働組合福
島県連合会執
行委員長）

福島労働局長

東北運輸局長

福島運輸支局
長



【機密性２】 

運輸局 都道府県 座長 学識経験者 荷主企業 トラック事業者 経済・荷主団体
トラック運送事

業者団体
組合団体 行政庁

関東 茨城 茨城運輸支局
長

小川　喜賢
（㈱ケーズホー
ルディングス執
行役員営業本
部物流部長）

市毛　由之
（㈱カスミロジス
ティクス本部物
流部マネー
ジャー）

石田　幸宏
（㈱日立パワー
ソリューションズ
資材調達本部
ロジスティクス
センター長兼国
際調達センター
部長代理）

宮内　博夫
（ミヤウチ物流
システム㈱代表
取締役）

糸賀　祥治
（㈱糸賀商運代
表取締役）

小倉　邦義
（茨城流通サー
ビス㈱代表取
締役社長）

塙　正明
（ハナワ物流㈱
代表取締役）

沢畑　慎志
（（一社）茨城県
経営者協会専
務理事）

中里　修三
（茨城県商工会
議所連合会専
務理事）

畑岡　宏茂
（茨城県商工会
連合会専務理
事）

岩間　伸博（茨
城県中小企業
団体中央会専
務理事）

小林　幹愛
（（一社）茨城県
トラック協会会
長

日下部　好美
（日本労働組合
総連合会茨城
県連合会事務
局長）

松本　三智夫
（全日本運輸産
業労働組合茨
城県連合会執
行委員長）

茨城労働局長

関東運輸局長

茨城運輸支局
長

関東 栃木 栃木運輸支局
長

三吉　政美
（日産自動車
(株)　栃木工場
工務部　生産課
部長）
菊入　信幸
（アキレス(株)
栃木工場　足利
総務部　部長）

吉髙神　健司
（(有)野中運送
店代表取締役）

石塚　安民
（(株)北関東運
輸代表取締役）

増田　邦雄
（増田運送(株)
代表取締役）

黒川　辰美
（（一社）栃木県
商工会議所連
合会常務理事）

石塚　洋史
（（一社）栃木県
経営者協会専
務理事）

笠原　秀人
（栃木県トラック
協会会長）

田中　克明
（栃木県交通運
輸産業労働組
合協議会副議
長）

栃木労働局長

関東運輸局長

栃木運輸支局
長

関東 群馬 群馬運輸支局
長

渡邊　浩
（富士重工㈱ス
バル製造本部
群馬製作所製
造管理部長）

狩野　裕
（サンデン・ビジ
ネスエキスパー
ト㈱物流部長）

三浦　文雄
（三富運送㈱代
表取締役）

堀越　誠一郎
（堀越運輸㈱代
表取締役）

武井　宏
（ボルテックスセ
イグン㈱代表取
締役）

川島　満男
（㈱三蔵代表取
締役）

原　邦昭
（㈱グローバル
代表取締役）

佐藤　今朝司
（㈱群馬グリー
ン配送代表取
締役）

大矢　一
（群馬県商工会
議所連合会専
務理事）

樋口　俊之
（群馬県経営者
協会専務理事）

星野　榮助
（群馬県倉庫協
会会長）

堀式　智
（群馬県地区通
運協会会長）

三浦　文雄
（群ト協会長）

堀越　誠一郎
（群ト協副会長）

武井　宏
（群ト協副会長）

川島　満男
（群ト協副会長）

原　邦昭
（群ト協副会長）

佐藤　今朝司
（群ト協副会長）

石井　雅博
（群ト協専務）

小宮　勝義
（群馬県交通運
輸産業組合協
議会議長）

金子　裕昭
（日本労働組合
総連合会・群馬
県連合会事務
局長）

群馬労働局長

関東運輸局長

群馬運輸支局
長

群馬県産業経
済部商政課長

群馬労働局労
働基準部健康
安全課長

関東 埼玉 古井　恒
（流通経済大学
流通情報学部
教授）

古井　恒
（流通経済大学
流通情報学部
教授）

永田　勝
（レンゴー株式
会八潮工場社
物流部長）

長窪　信也
（株式会社信和
運輸代表取締
役）

石川　繁
（石川産業株式
会社代表取締
役）

尾野　嘉昭
（カネオ興運株
式会社代表取
締役）

福島　亨
（一般社団法人
埼玉県商工会
議所連合会専
務理事）

根岸　茂文
（一般社団法人
埼玉県経営者
協会専務理事）

川鍋　陽一
（埼玉県倉庫協
会副会長）

鳥居　伸雄
（一般社団法人
埼玉県トラック
協会会長）

小宮　俊光
（一般社団法人
埼玉県トラック
協会副会長）

牧野　智一
（埼玉県交通運
輸産業労働組
合協議会議長）

埼玉労働局長

埼玉労働局労
働基準部長

関東運輸局長

埼玉運輸支局
長



【機密性２】 

運輸局 都道府県 座長 学識経験者 荷主企業 トラック事業者 経済・荷主団体
トラック運送事

業者団体
組合団体 行政庁

関東 千葉 千葉運輸支局長 斉藤　輝弘
（ＪＦＥスチール
株式会社 東日
本製鉄所 常務
執行役員
千葉地区副所
長）

井関　哲司
（住友化学（株）
千葉工場副工
場長兼生産管
理部長）

角田　正一
（角田運送（株）
代表取締役）

大里　忠弘
（銚子通運（株）
代表取締役）

中村　隆則
（南総通運（株）
代表取締役社
長）

栁澤　隆善
（（株）高陽運輸
代表取締役社
長）

池田　和彦
（（株）池田自動
車運輸代表取
締役）

植森　　彰
（日本通運（株）
千葉支店長）

木原　　稔
（(一社)千葉県
商工会議所連
合会　専務理
事）

花澤　和一
（(一社)千葉県
経営者協会　専
務理事）

西郷　隆好
（（一社）千葉県
トラック協会　会
長）

白土師　孝
（全日本運輸産
業労働組合千
葉県連合会書
記長）

関東運輸局長

千葉運輸支局
長

千葉労働局長

千葉県商工労
働部長

関東 東京 東京運輸支局
長

渡辺　徹
（三井食品㈱物
流本部副本部
長）

池田　和幸
（アスクル㈱ＥＣ
Ｒ本部統括部
長）

久野雅人
（ブリヂストン物
流㈱取締役・物
流事業統括）

浅井　隆
（㈱浅井代表取
締役）

天野　智義
（天野運送㈱代
表取締役）

千原　武美
（西多摩運送㈱
代表取締役）

朝香　博
（東京商工会議
所地域振興部
長）

石川　純彦
（東京経営者協
会労働・研修部
長）

石田　靖博
（東京都中小企
業団体中央会
労働課長）

竹口　誠三
（東京倉庫協会
専務理事）

竹津　久雄
（東京地方通運
連盟会長）

山内　信幸
（全国物流ネッ
トワーク協会専
務理事）

※トラック事業
者３社＝東京都
トラック協会副
会長
髙橋　啓也
（キリングルー
プロジスティク
ス㈱東日本支
社営業部長）

嵯峨　宏通
（全農物流㈱常
務取締役）

綾部　尚典（ＡＧ
Ｃロジスティクス
㈱企画管理部
主席）

米田　易憲
（東京都交通運
輸産業労働組
合協議会議長）

傳田雄二
（日本労働組合
総連合会東京
都連合会副事
務局長）

東京労働局長

東京労働局労
働基準部長

関東運輸局長

東京運輸支局
長

関東経済産業
局産業部次長

東京都産業労
働局商工部長

関東 神奈川 神奈川運輸支
局長

斉藤　康浩
（(株)日新綜合
営業第三部兼
陸運部執行役
員部長）※注）
荷主元請会社

刑部　佳英
（全農物流(株)
神奈川支店支
店長）※注）荷
主元請会社

中尾　芳孝
（日産自動車
(株)SCM本部部
品物流エンジニ
アリング部エク
スパートリー
ダー）

伊澤　進
（横浜低温流通
(株代表取締役)

高橋　浩治
（川崎運送(株)
取締役社長）

伊藤　保義
（内外液輸(株)
代表取締役）

塚原　良一
（（一社）神奈川
県商工会議所
連合会専務理
事）

石部　裕通
（一社）神奈川
県経営者協会
専務理事）

筒井　康之
（（一社）神奈川
県トラック協会
会長）

石橋　廣
（（一社）神奈川
県トラック協会
専務理事）

神志那学
（（一社）神奈川
県トラック協会
常務理事）

伊奈利夫
（（一社）神奈川
県トラック協会
常務理事）

鈴木　啓二
（全日本運輸産
業労働組合神
奈川県連合会
執行委員長）

神奈川県産業
労働局産業・観
光部課長

厚生労働省神
奈川労働局長

国土交通省関
東運輸局長

神奈川運輸支
局長



【機密性２】 

運輸局 都道府県 座長 学識経験者 荷主企業 トラック事業者 経済・荷主団体
トラック運送事

業者団体
組合団体 行政庁

関東 山梨 山梨運輸支局
長

原　晃彦
（（株）シャトレー
ゼ　営業本部物
流部長）

仲澤　富夫
（（株）キトー　製
造本部ホイスト
製造部業務グ
ループマネー
ジャー補佐）

藤本　覓
（有）藤本運送
代表取締役社
長
　
塩津　和久
（中央運輸（有）
代表取締役社
長）

小林　明
（山梨県商工会
議所連合会　事
務局長）

知見寺　好幸
（山梨県中小企
業団体中央会
事務局長）
　
望月　玲仁
（山梨県倉庫協
会　会長）

坂本政彦
（（一社）山梨県
トラック協会　会
長）

伏見　勉
（日本労働組合
総連合会山梨
連合会　副事務
局長）

常葉　秀之
（全日本運輸産
業労働組合山
梨県連合会　書
記長）

山梨県産業労
働部商業振興
金融課長

山梨労働局長

関東運輸局長

山梨運輸支局
長

北陸信越 新潟 長塚　康弘 長塚　康弘
（新潟大学名誉
教授）

安藤　稔
（全国農業協同
組合連合会新
潟県本部管理
部長）

板垣　和彦
（北越紀州（株）
新潟工場事務
部長）

金子　昌弘
（北星産業（株）
取締役営業部
長

小林　和男
（中越運送（株）
代表取締役社
長・新潟県トラッ
ク協会副会長）

市村　輝男
（長岡トラック
（株）代表取締
役社長・新潟県
トラック協会副
会長）

遠藤　修司
（（一社）新潟県
商工会議所連
合会専務理事

本間　哲夫
（（一社）新潟県
経営者協会専
務理事

藤巻　勉
（新潟県中小企
業団体中央会
専務理事）

大谷　昇
（（特非）新潟県
消費者協会事
務局長）

浅間　博
（（公社）新潟県
トラック協会専
務理事）

小熊　勇
（日本労働組合
総連合会新潟
県連合会副会
長）

渡辺　章衛
（全日本運輸産
業労働組合新
潟県連合会執
行委員長）

新潟労働局長

北陸信越運輸
局長

経済産業省関
東経済産業局
産業部担当次
長

北陸信越 長野 小山　健 小山　健
（信州大学名誉
教授）

古畑　一彦
（マルコメ㈱物
流管理部長）

佐藤　正彦
（全国農業協同
組合連合会長
野県本部総合
企画部長）

佐藤　武司
（日本通運（株）
長野支店長・長
野県トラック協
会副会長）

朝場　宏男
（東信運送（株）
代表取締役・長
野県トラック協
会北信地区理
事）

水本　正俊
（（一社）長野県
経営者協会専
務理事）

佐々木　正孝
（長野県中小企
業団体中央会
専務理事）

佐藤　武司
（長野県トラック
協会副会長・・
前掲）

朝場　宏男
（長野県トラック
協会北信地区
理事・・前掲）

町田　正樹
（全日本運輸産
業労働組合長
野県連合会書
記長）

長野労働局長

北陸信越運輸
局長

北陸信越 富山 千々岩　力 千々岩　力
（高岡法科大学
大学長）

林　　清淳
（（株）不二越
営業管理部物
流管理センター
長）

西田　真一
（ＹＫＫＡＰ（株）
生産本部ロジス
ティクス推進部
供給企画室長）

広瀬　政明
（三協立山（株）
経営企画総括
室統括室長付）

塚田　宏之
（中越パルプ工
業株式会社経
営管理本部管
理部調査役）
小杉　誠一
（テイカ製薬
（株）取締役購
買物流本部長）

小杉　紘平
（魚津運輸（株）
代表取締役会
長・富山県トラッ
ク協会副会長）

勝山　功
（三和運輸（株）
取締役相談役・
富山県トラック
協会副会長）

荒木　一義
（（株）荒木運輸
代表取締役社
長）

天坂　幸治
（（一社）富山県
商工会議所連
合会常任理事・
事務局長）

佐藤　登
（（一社）富山県
経営者協会専
務理事）

増川　茂則
（富山県中小企
業団体中央会
専務理事）

椙原　真美
（富山県消費者
協会事務局長）

稲土　英博
（（一社）富山県
トラック協会専
務理事）

土肥　克彦
（日本労働組合
総連合会富山
県連合会副会
長・ 富山県交
通運輸産業労
働組合協議会
議長）

富山労働局長

北陸信越運輸
局長



【機密性２】 

運輸局 都道府県 座長 学識経験者 荷主企業 トラック事業者 経済・荷主団体
トラック運送事

業者団体
組合団体 行政庁

北陸信越 石川 近藤　修司 近藤　修司
（北陸先端科学
技術大学院大
学　客員教授）

中出　豊彦
（石川県農業協
同組合中央会
総務教育部長）

酒井　健
（カナカン（株）
常務取締役）

竹鼻　達夫
（津田駒工業
（株）専務取締
役）

田内　満喜夫
（（株）田内運輸
取締役会長）

山田　秀一
（北陸貨物運輸
（株）代表取締
役）

中野　廣志
（日本通運株式
会社）金沢支
店）

宮本　外紀
（（一社）石川県
商工会議所連
合会専務理事）

橋本　政人
（（一社）石川県
経営者協会専
務理事）

中村　明
（石川県中小企
業団体中央会
専務理事）

谷本 義治
（（一社）石川県
トラック協会長）

酒井　敏次
（石川県交通運
輸産業労働組
合協議会議長）

石川労働局長

北陸信越運輸
局長

中部 愛知 丹下　博文 丹下　博文
（愛知学院大学
大学院経営学
研究科　教授）

石崎　雅士
（トヨタ自動車物
流管理部国内
物流改善室主
査）、

福山　衛
（福山冷蔵（株）
代表取締役社
長）

高山　智司
（高山運輸(株)
代表取締役）、

神谷　昌彦（高
浜共立運輸(株)
代表取締役）、

藤代　正行
(株)藤城運輸代
表取締役社長

福村　隆宏
（中部経済連合
会社会基盤部
長）、

田中　豊
（愛知県商工会
議所連合会（名
古屋商工会議
所）企画振興部
長、

遠藤　直也
（日本ロジスティ
クスシステム協
会中部支部部
長）

若杉　福雄
（愛知県トラック
協会副会長　丸
五運送(株)代表
取締役）

加藤　正光
（全日本運輸産
業労働組合愛
知県連合会執
行委員長）、

谷藤　賢治
（全日本建設交
運一般労働組
合愛知県本部
書記長）

中部経済産業
局　産業部長

愛知労働局長

愛知運輸支局
長

中部運輸局長

中部 静岡 丹下　博文 丹下　博文
（愛知学院大学
大学院経営学
研究科　教授）

杉山　克幸
（鈴与(株)取締
役）

渡辺　秀身
（ジャトコ(株)ＳＣ
Ｍ推進部長）

鈴木　正二
（東静運送(株)
代表取締役）

杉山　節雄
（静北運輸(株)
代表取締役）

杉　雅俊
（一般社団法人
静岡県商工会
議所連合会専
務理事）

木村　道則
（静岡県中小企
業団体連合会
専務理事）

加藤　浩幸
（静岡県トラック
協会副会長
ウェルポート
（株）代表取締
役）

鈴木　英男
（全日本運輸産
業労働組合静
岡県連合会書
記長）

遠藤　伸
（全日本建設交
運一般労働組
合静岡県本部
書記次長）

静岡労働局

静岡運輸支局

中部運輸局長

中部 岐阜 土井　義夫 土井　義夫
（朝日大学　准
教授）

小池　孝幸
（(株)バロー物
流部長）

松原　芳久
（イビデン(株)総
務部長）

大羽　浩司
（ＫＹＢ(株)生産
企画部課長）

後藤　成人
（ＫＹＢ(株)　生
産管理部課長）

田口　利壽
（東海西濃運輸
株式会社代表
取締役社長）

遠藤　 亮
（越美通運株式
会社代表取締
役社長）

清水　豊太郎
（清水産業有限
会社代表取締
役社長）

山田　英治
（岐阜県商工会
議所連合会専
務理事）

安藤　正弘
（一般社団法人
岐阜県経営者
協会専務理事）

長縄　 隆
（一般社団法人
岐阜県経済同
友会専務理事）

山口　嘉彦
（岐阜県トラック
協会副会長
(株)エスライン
ギフ代表取締
役社長）

日本労働組合
総連合会岐阜
県連合会

全日本運輸産
業労働組合岐
阜県連合会

岐阜労働局

岐阜運輸支局

中部運輸局長

中部 三重 山本　雄吾 山本　雄吾
（名城大学経済
学部　教授）

太田　靖也
（日本トランスシ
ティ（株）運輸事
業部 業務部
長）

村松　幹夫
（株式会社 ＬＩＸＩ
Ｌ物流　近畿物
流センター　セ
ンター長）

川北　辰実
（（株）カワキタ
エクスプレス代
表取締役）

辻　定
（辻運送（株）専
務取締役）

村木　尚哉
（新成運輸（株）
代表取締役社
長）

藤本　和弘
（三重県商工会
議所連合会事
務局長）

別所　浩己
（三重県中小企
業団体中央会
事務局長）

西野　　衛
（三重県トラック
協会会長　(株)
西野代表取締
役社長）

浮田　光久
（全日本運輸産
業労働組合三
重県連合会書
記長）

三重労働局長

三重運輸支局

中部運輸局長



【機密性２】 

運輸局 都道府県 座長 学識経験者 荷主企業 トラック事業者 経済・荷主団体
トラック運送事

業者団体
組合団体 行政庁

中部 福井 川上　洋司 川上　洋司
（福井大学院工
学研究科教授）

片岡　久秀
（フクビ化学工
業(株)営業本部
商品物流管理
部長）

勝木　知文
（セーレン(株)取
締役執行役員
グローバル総
務経理人事本
部長）

有馬　茂人
（敦賀海陸運輸
(株)取締役副社
長

水野　茂
（(株)ミツノリ代
表取締役）

鰐渕　信一
（一般社団法人
福井県商工会
議所連合会専
務理事）

坪田　隆義
（福井県経済農
業協同組合連
合会常務理事）

清水　則明
（福井県トラック
協会会長　福井
貨物(株)代表取
締役社長）

藤澤　幹雄
（福井県交通運
輸産業労働組
合協議会議長）

福井労働局長

福井運輸支局
長

中部運輸局長

近畿 大阪 安部　誠治 安部　誠治
（関西大学社会
安全学部教授）

武田　重治
(ダイキン工業
株式会社物流
本部業務部長)

榎本　陽一
(住友電気工業
株式会社物流
管理部部長)

松島　一成
(パナソニック株
式会社企画部
部長)

中　敦彦
(サントリービジ
ネスエキスパー
ト株式会社物流
部部長)

富田　博行
（日本通運株式
会社大阪支店）

神田　彰
（公益社団法人
関西経済連合
会）

 堤　成光
（大阪商工会議
所）

小池　米男
（一般社団法人
大阪卸商連合
会）

内田　嘉信
（日本チェーン
ストアー協会関
西支部）

須山　泰木
（公益社団法人
日本ロジスティ
クスシステム協
会）

辻村　秀利
（大阪倉庫協
会）

坂本　克己
　（一般社団法
人大阪府トラッ
ク協会　会長）

中川　才助
　（一般社団法
人大阪府トラッ
ク協会　副会
長）

川端　英治
（一般社団法人
大阪府トラック
協会　副会長）

山口　善弘
（全日本運輸産
業労働組合大
阪府連合会）

大阪労働局長

近畿経済産業
局産業部長

近畿運輸局長

近畿運輸局大
阪運輸支局長

近畿 京都 久本 憲夫
（京都大学大学
院教授）

久本 憲夫
（京都大学大学
院教授）

清水 伸二
（第一工業製薬
（株） 人事総務
部長）

森山 龍士
（宝酒造（株）
SCM部長）
　
登坂 雄士
（山崎製パン
（株）京都工場
セールス課長）

西畑 義昭
（（株）アース
カーゴ代表取締
役）

才寺 篤司
（京都商工会議
所  産業振興部
長）

川村 雅己
（京都経営者協
会 渉外部担当
部長）

大里 茂美
（京都府中小企
業団体中央会
専務理事）

湯浅 康平
（京都倉庫協会
会長）

金井 清治
（一般社団法人
京都府トラック
協会会長）

穐山 裕次
（全日本運輸産
業労働組合連
合会京都府連
合会 執行委員
長）

京都労働局長

近畿経済産業
局産業部長

近畿運輸局長

近畿運輸局京
都運輸支局長

近畿 兵庫 小谷　通泰
（神戸大学大学
院教授）

小谷　通泰
（神戸大学大学
院教授）

井上秀昭
（川崎重工業株
式会社　ﾓｰﾀｰ
ｻｲｸﾙ＆ｴﾝｼﾞﾝｶ
ﾝﾊﾟﾆｰｻﾌﾟﾗｲ
ﾁｪｰﾝ本部SC管
理部長）

山田勝重
（フジッコ株式会
社取締役・人事
総務部長）

福永　征秀
（信栄運輸株式
会社　取締役会
長）

北野　穣
（姫路合同貨物
自動車株式会
社　代表取締
役）

坂尾　洋南
（冨士運輸株式
会社　代表取締
役）

城内　喜博
(兵庫県経営者
協会　特別参
与)

安田　義秀
(神戸商工会議
所　常務理事・
事務局長)

深田　修司
(兵庫県中小企
業団体中央会
専務理事)

笹倉　雅彦
(兵庫県倉庫協
会　専務理事)

福永　征秀
（一般社団法人
兵庫県トラック
協会　会長）

北野　穣
（一般社団法人
兵庫県トラック
協会　副会長）

坂尾　洋南
（一般社団法人
兵庫県トラック
協会　常任理
事）

河合　和俊
（全日本運輸産
業労働組合兵
庫県連合会　執
行委員長）

兵庫労働局長

近畿運輸局長

兵庫陸運部長

近畿経済産業
局 産業部長



【機密性２】 

運輸局 都道府県 座長 学識経験者 荷主企業 トラック事業者 経済・荷主団体
トラック運送事

業者団体
組合団体 行政庁

近畿 滋賀 浜崎 章洋 浜崎 章洋
（大阪産業大学
経営学部教授）

生駒 弘信
（(株)アヤハディ
オ　取締役　管
理本部　本部
長）

安河内　章
（キリンビール
(株)滋賀工場総
務広報担当部
長）

中嶋　克樹
（センコー(株)常
務理事・京滋主
管支店長）

坂口 康一
（（一社）滋賀経
済産業協会会
長）

大道　良夫
（滋賀県商工会
議所連合会会
長）

上西　保
（滋賀県商工会
連合会副会長）

安田　昌生
（滋賀県中小企
業団体中央会
副会長）
淺野　邦彦（滋
賀県倉庫協会
会長）

田中 亨
（滋賀県トラック
協会会長）

甲斐切 稔
（滋賀県トラック
協会副会長）

山田　清
（日本労働組合
総連合会滋賀
県連合会会長）

矢田　收宏
（全日本運輸産
業労働組合滋
賀連合会執行
委員長）

滋賀労働局長

近畿運輸局長

滋賀運輸支局
長

近畿 奈良 蓮花 一己 蓮花 一己
（帝塚山大学教
授）

吉村 昭秀
（小山株式会社
取締役総務・人
事・経理本部
長）

疋田　満
（奈良積水株式
会社　技術部
安全・環境グ
ループ長）

古田 正拓
（日本通運株式
会社奈良支店
長）

峯川 郁郎
（奈良県商工会
議所連合会常
任幹事）

福田 將人
（奈良県商工会
連合会専務理
事）

神田佳和
（奈良 経済産
業協会専務理
事）

櫻井 良彰
（奈良県中小企
業団体中央会
専務理事）

福本 圭司
（奈良県倉庫協
会会長）

森本 万司
（奈良県トラック
協会会長）

中 秀夫
（奈良県トラック
協会副会長）

内藤 利彦
（全日本運輸産
業労働組合奈
良県連合会執
行委員長）

奈良労働局長

近畿経済産業
局産業部長

近畿運輸局長

奈良運輸支局
長

近畿 和歌山 辻本　勝久
 （和歌山大学
教授）

辻本　勝久
（和歌山大学教
授）

松下　芳
（花王　株式会
社和歌山工場
長）

東山　和典
（株式会社オー
クワ物流事業部
長）

石橋　日出夫
（株式会社　湊
組取締役）

赤松　孝昭
（和歌山名鉄運
輸株式会社代
表取締役）

阪本　享三
（株式会社酒本
運送代表取締
役）

永井　慶一
（和歌山県経営
者協会専務理
事）

岡本　賢司
（和歌山県商工
会議所連合会
常任幹事）

湯川　恭英
（和歌山県商工
会連合会事務
局長）

木下　淳
（和歌山県中小
企業団体中央
会専務理事）

栗生　建次
（一般社団法人
和歌山経済同
友会事務局長）

坂田　道治
（和歌山県倉庫
協会会長）

龍田　潤三
（公益社団法人
和歌山県トラッ
ク協会会長）

裏野　勝也
（全日本運輸産
業労働組合和
歌山県連合会
執行委員長）

和歌山県企画
部地域振興局
長

和歌山県商工
観光労働部労
働政策参事

和歌山労働局
長

近畿経済産業
局産業部長

近畿運輸局長
和歌山運輸支
局長



【機密性２】 

運輸局 都道府県 座長 学識経験者 荷主企業 トラック事業者 経済・荷主団体
トラック運送事

業者団体
組合団体 行政庁

中国 広島 三井　正信
（広島大学大学
院 社会科学研
究科 教授）

若井　具宣
（経営コンサル
タント（広島県
立大学名誉教
授））

三井　正信
（広島大学大学
院 社会科学研
究科 教授）

平垣内　康展
（マツダ(株)生
産管理・物流本
部長）

中村　修二
（全国農業協同
組合連合会広
島県本部ＪＡ担
当部長）

宮田　秀雄
（(株)福屋物流
部長）

福島　淳仁
（(株)サンエス
管理本部人事
部次長）

田中　和志
（日本通運(株)
広島支店長）

八田　弘明
(福山通運(株)
常務執行役員）

竹本　昭法
（芸北急送(株)
代表取締役社
長）

沖藤　克治
（沖藤運送(株)
代表取締役社
長）

中野　博之
（広島県経営者
協会専務理事）

谷村　武士
（広島県商工会
議所連合会幹
事長）

田中　一範
（広島県倉庫協
会会長）

山根　徹吾
（広島県トラック
協会専務理事）

三浦　　英次
（広島県交通運
輸産業労働組
合協議会議長）

中国経済産業
局産業部長

広島労働局長

中国運輸局長

広島運輸支局
長

中国 鳥取 柗見　吉晴
（鳥取大学副学
長）

柗見　吉晴
（鳥取大学副学
長）

神谷　哲郎
（トミタ電機(株)
代表取締役社
長）

谷口　信幸
（(株)明治製作
所取締役製造
部長）

戸田　勲
（鳥取中央農業
協同組合常務
理事）

竹内　洋一郎
（(株)山陰運送
代表取締役社
長）

河野　俊一
（中部貨物(有)
代表取締役）

八幡　太郎
（(株)八幡運輸
代表取締役会
長）

山内　啓介
（鳥取県商工会
議所連合会事
務局長）

清水　徹男
（鳥取県中小企
業団体中央会
専務理事）

川上　和人
（鳥取県トラック
協会会長）

前田　裕明
（鳥取県トラック
協会専務理事）

山崎　睦
（鳥取県交通運
輸産業労働組
合協議会事務
局長）

鳥取労働局長

鳥取労働局労
働基準部長

中国運輸局長

鳥取運輸支局
長

中国 島根 飯野　公央
（島根大学法文
学部准教授）

飯野　公央
（島根大学法文
学部准教授）

坂本　忍
（島根県農業協
同組合常務理
事）

江角　隆
(ホシザキ電気
(株)島根工場生
産管理部長)

大和　博見
（(有)丸和運輸
代表取締役）

鷲尾　忠彦
（日本通運(株)
松江支店支店
長）

木村　和夫
（島根県商工会
議所連合会幹
事長）

中村　光男
（島根県中小企
業団体中央会
専務理事）

三島　進
（公益社団法人
島根県トラック
協会会長）

加田　　章
（島根県交通運
輸産業労働組
合協議会議長）

島根労働局長

中国運輸局長

島根運輸支局
長

中国 岡山 有利　隆一
（岡山商科大学
経済学部）

有利　隆一
（岡山商科大学
経済学部）

近藤　敏雄
（三菱自動車工
業(株)水島製作
所生産管理部
長）

辻　健三郎
（キリングルー
プロジスティク
ス(株)岡山支店
支店長）

山下　良一
（フジ物流(株)
常務取締役）

中岡　海城雄
（鶴山運送(株)
代表取締役）

林田　昌吾
（井倉運輸(株)
代表取締役）

小郷　伸洋
（岡山県貨物運
送(株)専務取締
役）

窪津　誠
（岡山県商工会
議所連合会専
務理事）

小野　敏行
（岡山県経営者
協会専務理事）

大野　雅美
（岡山県中小企
業団体中央会
事務局長）

矢吹　正
（岡山県倉庫協
会専務理事）

田中　明夫
（（一社）岡山県
トラック協会専
務理事）

生藤　茂徳
（岡山県交通運
輸産業労働組
合協議会議長）

岡山県産業労
働部企業誘致・
投資推進課長

岡山労働局長

中国運輸局長

岡山運輸支局
長



【機密性２】 

運輸局 都道府県 座長 学識経験者 荷主企業 トラック事業者 経済・荷主団体
トラック運送事

業者団体
組合団体 行政庁

中国 山口 末永　久大
（弁護士）

末永　久大
（弁護士）

廽本　学
（全国農業協同
組合連合会山
口県本部営農
推進部部長）

山本　彰
（積水ハウス
（株）山口工場
製造部物流グ
ループ長）

伊達　明彦
（岩国通運(株)
代表取締役）

喜多村　誠
（防府通運(株)
代表取締役）

小田　孝夫
（山口県商工会
議所連合会常
務理事）

寺田　徹郎
山口県中小企
業団体中央会
専務理事

河崎　静生
（山口県トラック
協会会長）

高橋　則彦
（山口県トラック
協会専務理事）

吉田　昌裕
（山口県交通運
輸産業労働組
合協議会事務
局長）

山口労働局長

山口労働局労
働基準部長

中国運輸局長

山口運輸支局
長

四国 徳島 松村　豊大 松村　豊大
（徳島文理大学
総合政策学部
教授）

富田　圭司
(（株）キョーエイ
人事部長)

川崎　浩資
(（株）ＤＮＰ四国
総務部　部長)

門田　征士
(徳島通運（株）
代表取締役)

酒井　一誠
（誠徳運輸（株）
代表取締役）

石井　　一
(徳島商工会議
所
専務理事)

郡　　信彦
(（一社）徳島県
トラック協会専
務理事)

平井　敏郎
(全日本運輸産
業労働組合連
合会徳島県協
議会
議長)

宮本　武司
(全日本交通運
輸産業労働組
合総連合会徳
島県支部執行
委員長)

徳島労働局長

四国運輸局長

徳島運輸支局
次長

四国 香川 宍戸　栄徳 宍戸　栄徳
（香川大学名誉
教授）

梅原　康利
(テーブルマーク
(株)物流部長)

田中　賢二
(大倉工業(株)
業務グループ
次長)

眞鍋　宣訓
(四国化成工業
(株)建材事業物
流購買部長）

宮田　智喜
(日本通運（株）
四国支店部長)

田中　正治
(三豊運送（株）
代表取締役）)

塩田　学
(林田物流（株）
代表取締役）)

白井　聡
(琴平急配（株）
代表取締役）)

公受　弘充
(四国経済連合
会
常務理事)

山田　哲也
(香川県商工会
議所連合会専
務理事）

楠木　寿嗣
（一社）香川県ト
ラック協会会
長）

藪下　壽博
(全日本運輸産
業労働組合連
合会香川県協
議会議長)

中村　英介
(日本労働組合
総連合会香川
県連合会
（四国ﾔﾏﾄﾎｰﾑｺ
ﾝﾋﾞﾆｴﾝｽ労働組
合委員長）)

香川労働局長
藤永　芳樹

四国運輸局長
瀬部　充一

香川運輸支局
長
石垣　融二

四国 愛媛 東渕　則之 東渕　則之
（松山大学経営
学部教授）

木戸　栄次
(住友化学(株)
愛媛工場【業務
部（物流）兼物
流部統括チー
ムリーダー】)

竹村　　靖
(全国農業協同
組合連合会愛
媛県本部県副
本部長）

添田　裕丈
(ダイオーロジス
ティクス(株)
取締役)

西川　武
(有)西川運送
（代表取締役会
長）

和田　祥孝
宇和島自動車
運送(株)　（代
表取締役社長）

黒川　由紀也
(株)あじふく　代
表取締役社長）

矢野　正樹
南流勢運輸(株)
代表取締役社
長）

塩崎　桂
（愛媛県商工会
議所連合会事
務局長）

一宮　貢三
（愛媛県トラック
協会会長）

岡田　秀人
（愛媛県トラック
協会専務理事）

小山　真一
（愛媛県交通運
輸産業労働組
合
議長）

深井　寛
（愛媛県交通運
輸産業労働組
合
会計監査）

愛媛労働局長
天野　敬

四国運輸局長
瀬部　充一

愛媛運輸支局
長
一宮　軌善



【機密性２】 

運輸局 都道府県 座長 学識経験者 荷主企業 トラック事業者 経済・荷主団体
トラック運送事

業者団体
組合団体 行政庁

四国 高知 横川　和博 横川　和博
（高知大学人文
学部教授）

池上　隆
（旭食品（株）
管理統括本部
法務部　部長）

吉岡　克洋
（東洋電化工業
（株）調達部調
達課　課長）

竹下　勝之
（(株)丸富運送
代表取締役社
長）

森本　敬一
（丸栄運輸(株)
代表取締役社
長）

中屋　邦彦
（高知商工会議
所事務局長）

川村　直哉
（高知県経営者
協会専務理事）

岸　　圭介
（高知県トラック
協会会長）

谷山　砂男
（高知県交通運
輸産業労働組
合協議会幹事）

高知労働局長
伊津野　信之

高知労働局労
働基準部長
村井　秀吉

四国運輸局長
瀬部　充一

高知運輸支局
次長
齊藤　雅之

九州 福岡 小野　秀昭 小野　秀昭
（流通経済大学
物流科学研究
所教授）

安武 正文
（TOTO(株)物流
技術部長）

加藤 堪二
（新日鐵住金
(株)八幡製鐵所
工程物流部長）
 
江頭 幸子
（ブリヂストン物
流(株)西日本支
店事業管理課
長）

三村 彰一
（浦筑豊通運
（株）代表取締
役社長）

増田 康雄
（増田運送（有）
代表取締役社
長）

河野 清二
（東西産業運輸
（有）代表取締
役社長）

中村　仁彦
（福岡県商工会
議所連合会専
務理事）

村岡 潤一
（全国農業協同
組合連合会 福
岡県本部　県本
部長）

松岡 嘉彦
（福岡県経営者
協会専務理事）

野々上 幸治
（福岡県中小企
業団体中央会
事務局長）

眞鍋 博俊
（公社）福岡県ト
ラック協会会長

西田　修三
（全日本運輸産
業労働組合連
合会　福岡県連
合会執行委員
長）

西村　芳樹
（日本労働組合
総連合会　福岡
県連合会事務
局長

福岡労働局長

九州運輸局長

福岡運輸支局
長

九州 佐賀 荒牧 軍治 荒牧 軍治
（佐賀大学名誉
教授）

小野 秀昭
（流通経済大学
教授）

江口孝浩
(㈱戸上電機製
作所業務グ
ループマネー
ジャー)

松尾芳磨
(JA佐賀　常務
理事)

田中俊也
（㈱佐賀鉄工所
佐賀工場製造
第二課長）

入江敏修
（九州日立物流
サービス㈱鳥栖
営業所　業務グ
ループ長）

田代勝久
（久光製薬㈱鳥
栖工場総務課
長）

田中 康紀
（佐賀運輸㈱代
表取締役社長）

宮原 章彦
（㈱ミヤハラ物
流代表取締役）

鳥屋 正人
（㈱ロジコム代
表取締役）

鳥谷 竹人
（有田陸運㈱代
表取締役）

福母 祐二
(佐賀県経営者
協会)

江島 秋人
（佐賀県中小企
業団体中央会
専務理事）

坂井 俊彦
（佐賀県商工会
議所連合会　総
務課長）

陣内 一博
（佐賀商工会連
合会　専務理
事）

馬渡 雅敏
(佐賀県トラック
協会会長)

相川　司
（日本労働組合
総連合佐賀県
連合会会長）

青栁　直
（全日本運輸産
業労働組合連
合会佐賀県連
合会　執行委員
長）

森田 末嘉
（全国交通運輸
労働組合総連
合佐賀県支部
委員長）

佐賀労働局長

九州運輸局長

佐賀運輸支局
長



【機密性２】 

運輸局 都道府県 座長 学識経験者 荷主企業 トラック事業者 経済・荷主団体
トラック運送事

業者団体
組合団体 行政庁

九州 長崎 宮原　和明
(長崎総合科学
大学名誉教授)

宮原　和明
(長崎総合科学
大学名誉教授)

小野　秀明
(流通経済大学
物流科学研究
所)

原田 庸一郞
（三菱重工業
（株）長崎造船
所所長代理）

内田　勇
（長崎県　農業
協同組合中央
会専務理事）

若松宏二
（長崎県漁業協
同組合連合会
参事）
福水商事（株）

五反田　光
（日本ハム（株）
諫早プラント工
場長）

川見 義昭
（（株）エレナ総
務部長）

松永　安市
（長崎県商工会
議所連合会専
務理事）

水浦　力
（長崎県中小企
業団体中央会
専務理事）

山口 裕志
（全日本運輸産
業労働組合連
合会執行委員
長）

塚本 政治
（長崎県トラック
協会会長）

山口　裕志
（全日本運輸産
業労働組合連
合会長崎県連
合会　執行委員
長）

長崎労働局長

九州運輸局長

長崎運輸支局
次長

長崎県産業労
働部次長

九州 熊本 坂本　正
(熊本学園大学
教授)

坂本　正
(熊本学園大学
教授)

住永　金司
(熊本交通運輸
株式会社
代表取締役社
長)

武藤　正幸
(株式会社手野
運送店
代表取締役社
長)

上田　裕子
(株式会社
AZUMA
代表取締役)

下川　公一郎
(城東運輸倉庫
株式会社
代表取締役)

津埜髙則
(津埜運送株式
会社
代表取締役)

谷﨑　淳一
(熊本県商工会
議所連合会
専務理事)

竹熊　猛
(熊本県農業協
同組合中央会
常務理事)

古里政信
(熊本県中小企
業団体中央会
専務理事)

住永　豊武
((社)熊本県ト
ラック協会会長)

矢野　良輔
(交通労連熊本
県支部
事務局長)

田北　尚勝
(運輸労連熊本
県連合会
執行委員長)

熊本労働局長

九州運輸局長

熊本運輸支局
長

恒松　由紀夫
(熊本県経済農
業協同組合連
合会園芸部長)

山本　尚司
(株式会社鶴屋
百貨店管理部
長)

桶谷　眞二
(本田技研工業
株式会社　熊本
製作所生産業
務室長)

児玉　恒康
(日本通運株式
会社熊本支店
熊本支店長)

熊澤　宏
(ヤマト運輸株
式会社熊本主
管支店
熊本主管支店
長)

荒川　泰治
(九州産交運輸
株式会社
代表取締役社
長)

松本一秀
（日本通運（株）
長崎支店　支店
長）

篠原 秀雄
（ヤマト運輸
（株）長崎主管
支店　支店長）

鈴木 正直
（タカラ長運
（株）　代表取締
役）

井石　八千代
（（株）井石　代
表取締役）

佐藤 正文
（長崎雲仙運輸
（有）代表取締
役）

馬場　邦彦
（幸運トラック
（株）代表取締
役）

西辻　松好
（（株）ミラージュ
代表取締役）



【機密性２】 

運輸局 都道府県 座長 学識経験者 荷主企業 トラック事業者 経済・荷主団体
トラック運送事

業者団体
組合団体 行政庁

九州 大分 前田　明 前田　明
（放送大学大分
学習センター所
長）

関野 孝志
（新日鐵住金
(株)大分製鉄所
工程業務部長）

山本 博之（大
分キャノン(株)）

青木　建
（（公社）大分県
トラック協会長）

橋本 敏雄
（全日本運輸産
業労働組合連
合会大分県連
合会　執行委員
長）

大分労働局長

九州運輸局長

九州 宮崎 白石　敬晶 白石　敬晶
（宮崎産業経営
大学）

小野　秀昭
（流通経済大学
物流科学研究
所教授）

川野 隆典
（宮崎県経済農
業協同組合連
合会常務理事）

石川 修二
（日本ホワイト
ファーム㈱管理
部次長）

本田 豊明
（(有)本田運送
代表取締役）

高石　淳一
（日豊輸送株)
代表取締役）

伊藤 圭一
（(有)宮崎配送
センター専務取
締役）

倉掛 正志
（宮崎県商工会
議所連合会専
務理事）

田原　新一
(宮崎県商工会
連合会専務理
事）

黒木　裕孝
（一般社団法人
宮崎県工業会
専務理事）

牧田　信良
（（一社）宮崎県
トラック協会会
長）

国部　健一郎
（運輸労連宮崎
県連合会　委員
長）

宮崎労働局長

九州運輸局長

宮崎運輸支局
長

宮崎県商工労
働観光部長

九州 鹿児島 小野　秀昭 小野　秀昭
(流通経済大学
物流科学研究
所教授)

鬼丸　幸司
(鹿児島県経済
農業協同組合
連合会常務理
事)

大山　康成
(鹿児島青果
（株）代表取締
役社長)

本坊　和人
(本坊酒造（株）
代表取締役社
長)

要堺　由隆
(中越パルプ工
業（株）川内工
場執行役員工
場長)

大峰　光一
（ヤマエ久野
（株）鹿児島支
店執行役員支
店長）

三苫　和彦
(日本通運（株）
鹿児島支店支
店長)

葏迫　利郎
(中越物産（株）
代表取締役社
長)

鳥部　敏雄
(セイコー運輸
（株）代表取締
役)

芳田　明
(（株）ユタカ産
業代表取締役)

永田　福一
(鹿児島県中小
企業団体中央
会事務局長)

黒木　一正
(（公社）鹿児島
県トラック協会
会長)

池田　耕造
(全日本運輸産
業労働組合連
合会鹿児島県
連合会執行委
員長)

鹿児島労働局
長

九州運輸局長

鹿児島運輸支
局次長

川野 繁志
（大分県商工会
議所連合会常
務理事）

山田 英治
（大分県商工連
合会専務理事）

河野 潔
（大分県中小企
業団体中央会
専務理事）

高橋 佐太郎
（全国農業協同
組合連合会大
分県本部副本
部長）

力 德昌志
（大分県農業協
同組合専務理
事）

足立 紀彦
（大分県木材協
同組合連合会
専務理事）

日隈 邦夫（大
分県漁業協同
組合専務理事）

鶴﨑 洋明
（日本通運(株)
大分支店長）

柿沼 貴良
（ヤマト運輸(株)
大分主管支店
長）

富永 繁
（センコー(株)北
九州支店長）

梅木 真次
（九重運輸(有)
代表取締役）

三浦 政人
（(株)鶴見運送
代表取締役）

山下 柾規
（安心院運輸
(株)代表取締
役）

十時 康裕
（(株)ＮＢＳロジ
ソル会長）

三重野 正治
（(有)トランス
ポートサービ
ス・ミエノ）



【機密性２】 

運輸局 都道府県 座長 学識経験者 荷主企業 トラック事業者 経済・荷主団体
トラック運送事

業者団体
組合団体 行政庁

沖縄 沖縄 小野　秀昭 小野　秀昭
（流通経済大学
物流科学研究
所教授）

松岡　正晃
（イオン琉球
（株）　管理本部
ストアオペレー
ション部部長）

玉城　昭彦
（沖縄県生コン
クリート協同組
合常務理事）

具志堅　全隆
（浦西産業（株）
代表取締役社
長）

新城　英一
（大成通運（株）
代表取締役社
長）

親川　進
（沖縄県商工会
連合会事務局
長）

仲田　秀光
（沖縄県商工会
議所連合会常
任幹事）

山城　勝
（一般社団法人
沖縄県経営者
協会常務理事）

上里　芳弘
（沖縄県中小企
業団体中央会
専務ｊ理事）

佐次田　朗
（沖縄県トラック
協会会長）

松田原　昌輝
（連合沖縄副事
務局長）

玉那覇　英昭
（運輸労連沖縄
県連書記長）

沖縄労働局長

沖縄総合事務
局運輸部長























































































2015年11月２日 

深刻化する人手不足 

 

 

求める人材について 

▶人手不足企業が求める人材としては、「一定のキャリアを積んだミドル人材」     
（６７．９％）が最も高く、「管理職経験者等のシニア人材」は低い割合であっ
た （図５）。企業が、教育が必要な大学や高校の新卒よりも、現場においてす
ぐに仕事を任せられる即戦力としてのミドル人材に期待を寄せていることがうか
がえる。 

▶業種別に見ても、すべての業種で「ミドル人材」の割合が最も高い（図６）。 

日本商工会議所 提出資料 
『人手不足への対応に関する調査結果』 概要（１） 

－（２０１５年８月26日公表 http://www.jcci.or.jp/shortage%20of%20workers3.pdf）－   

n =2,625 

図３：人員の過不足状況について（％） 
図４：図１の設問で、人員が「不足」と回答した企業の割合
（業種別・％） 

n =1,319 

（％） 

図５：求める人材について（図３の設問で「不足」と回答した企業のみ）【複数回答】 
   ＜全産業＞ 

 

 

調査概要 

72.2 
60.9 
60.7 

58.1 
56.7 

53.6 
47.2 

44.4 
44.1 

50.7 

0 20 40 60 80

介護・看護 n=36 

運輸業 n=115 

建設業 n=387 

その他サービス n=327 

情報通信・情報サービス業 n=67 

不動産業 n=28 

卸売・小売・飲食店 n=612 

金融・保険業 n=18 

製造業 n=970 

その他 n=136 

▶ 人員の過不足状況については、全体の半数以上の企業で「不足している」と回答  

（図３）があり、人手不足が深刻。業種別に見ると「介護・看護」「運輸業」「建設

業」で人手不足感が強い（図４）。 

n =1,299 

▶日本商工会議所（三村明夫会頭）はこのたび、「人手不足への対応に関する調査結

果」を取りまとめた。本調査は、全国の中小企業4,072社を対象に、人手不足につい

ての影響を把握するために、ヒアリング調査を行ったもの。 

（調査期間：27 年6 月1～23 日  回答数：2,625 事業者、回答率：64.5％） 

図１：回答企業の内訳：業種別（％） 図２：回答企業の内訳：従業員数規模別（％） 

図６：求める人材について（図３の設問で「不足」と回答した企業のみ【複数回答】  
   ＜業種別集計＞ 

（％） 

http://www.jcci.or.jp/


2015年11月2日 

▶ 少子化による労働力人口の減少という構造的な課題の中でわが国が成長を維持する
ためには労働生産性の向上が不可欠。労働生産性向上に向けた取り組みについては、
回答した企業の半数以上が取り組みを実施している結果となった（図１１）。 

▶ 従業員数規模の小さな企業ほど生産性向上に取り組めていない傾向にあり    
（図１２）、商工会議所は今後とも様々な支援をとおして企業の取り組みを支援して
いく。 

▶ 実施している企業に対し取り組み内容を尋ねたところ、「人材育成」が７１．２％
となった（図１３）。 

日本商工会議所 提出資料 

『人手不足への対応に関する調査結果』 概要（２） 
－（２０１５年８月26日公表 http://www.jcci.or.jp/shortage%20of%20workers3.pdf）－   

 

 

人手不足解消に向けた若者・女性・高齢者の活躍、外国人の受入れについて 

▶人手不足解消には、意欲と能力のある多様な人材が活躍できる環境の整備が不可欠。 
▶女性の活躍促進について「実施している（４２．８％）」、「実施を検討している（２１．０％）」を合
計すると、６割を超える企業で女性の活躍推進について対応を講じている（図７・図８）。 

▶高齢者の活躍推進については、既に６５歳以降まで働ける仕組みを構築済みの企業が
７１．３％で、中小企業におけるより一層の高齢者の活躍が期待される（図９）。 

▶非技術的分野の外国人の受入れについては、企業の見方は分かれている（図１０）。 

53.9 
44.5 

1.5 

実施している 実施していない 無回答 
53.9  

21.4  

33.7  

42.3  
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301人以上 
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1.3  

勤務できる 

勤務できない 

検討中 

無回答 

14.7 

36.8 
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35.1 

4.3 2.2 

自社に受け入れたい 
産業界として受け入れるべき 
推進すべきでない 
分からない 
その他 
無回答 

図７：女性の活躍促進について（％） 

図９：６５歳以降まで勤務ができる社内体制（％） 

図１１：労働生産性向上への取り組み実施状況（％） 図１２：労働生産性向上への取り組み状況 

     ＜従業員数規模別＞             （％） 

図１０：非技術的分野の外国人労働者の受入れ（％） 

図８：実施している取り組みについて（％）【複数回答】 
  （図７の設問で「実施している」と回答した企業のみ） 
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n =2,625 
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実施を検討している 
実施していない 
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71.2  

61.0  

56.9  

52.8  

51.8  

0 20 40 60 80

人材育成（従業員に対する教育・訓練支援含む） 

取引（販売）価格の維持・向上（差別化、ブランド強化、提

案力向上、親会社との交渉などによる） 

人員配置の見直し、長時間労働の抑制 

業務改善、ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝの見直しによる合理化・ｺｽﾄ削減

（外部委託、共通業務の集約化など） 

既存市場での顧客数の増加 

図１３：実施している取り組み内容（図１１の設問で「実施している」と回答した企業のみ）（％） 
    ※回答の多かった上位５項目 

 

人手不足解消に向けた労働生産性向上への取り組みについて 

n =2,625 

n =1,416 

http://www.jcci.or.jp/


受託者
（チーフアドバイザー・
アドバイザー）発注者（荷主）

厚生労働省

個別指導等

協議
会

下請運送業者

元請貨物自動
車運送業者

・協議会は発注者（荷主）から連なる貨物
運送業務受注事業場を構成員とする多層
構造

・協議会は発注者（荷主）、元請運送事業
者、下請運送事業者を含め３事業場以上

委託

元請貨物自動
車運送業者

下請運送業者

現行施策の例①：トラック運転者労働条件改善事業について（厚生労働省委託事業）

厚生労働省で平成24年度から行っている、トラック運転者の労働条件改善事業。荷主企業、元請運送事
業者及びその元請運送事業者の下請運送事業者を含めた協議会を設置し、アドバイザーによる個別指導

等を通じて、長時間労働を改善する取組。
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【事例紹介】トラック運転者労働条件改善事業

Case１ 導線と積込作業の改善で車両待機時間を短縮化（荷主：家電メーカー）

Case２ 回収物の降ろし作業時間短縮による拘束時間削減（荷主：食品スーパー）

Case３ データの活用により場内作業をスムーズに（荷主：製紙メーカー）

・製造建屋→出荷建屋への
横持ち運搬
・積込み車両の手待ち

各改善策の相乗効果により
車両１台あたりの待機時間を
9～10分程度短縮化

【 対 策 】
①建屋間運搬を削減し製造建屋からの
ダイレクト出荷
②積込作業のフォークリフト荷役併用
③出荷建屋の導線改善、接車スペース
拡大出入口の拡張等

Before After

・回収物の降ろし作業に時
間がかかる。

・降ろし作業の順番待ちで手
待ち時間発生

・作業時間と手待ち時間の
短縮、拘束時間の短縮
・作業効率の向上

【 対 策 】

①回収物の店舗での仕分けを徹底

②作業の軽減による効率化

Before After

【従来の対策】
①入庫受付管理システム
②場内整理とバースの確保
③商品の共有化

【追加の対策】
①入庫受付管理システムのデータ化
②場内作業員の増員
③指図書の入手場所の複数化

・入庫から出庫まで２時間（待
機時間30分以内）に
・待機時間の削減による労働
時間短縮

After

2



＜支給対象となる取組例＞
◇労働時間管理の適正化に資する機器等（労務管理用ソフトウェア・機器、デジタル式運行記
録計等）の導入・更新

◇労働能率の増進に資する機器等（小売業のＰＯＳ装置、自動車修理業の自動車リフト、自動
洗車機等）の導入・更新

◇社会保険労務士によるコンサルティング

＜助成額＞
助成割合は助成対象の費用の最大３／４、最小１／２ 上限額１００万円

＜支給実績＞
平成２５年度 ２９９件
平成２６年度 ２２１件

現行施策の例②：中小企業事業主に対する「職場意識改善助成金」の支給

平成２７年度予算額 ２２１，２２１千円平成２７年度予算額 ２２１，２２１千円

中小企業事業主が労働時間等の設定改善をするための計画を策定し、「所定外労働時間の削
減」、「年次有給休暇の取得促進」等の必要な措置を講じ、効果的に実施した場合に助成金
を支給する。

助成内容等

助成金制度の概要

3



運送事業者の皆様へ

人材の確保・育成・定着への取組を
応援します！！

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

運送事業者の皆様に、特にトラックドライバーの確保・定着に向けて活用が見込まれる助
成金をご案内しています。

この冊子にご紹介したもののほかにも多くの雇用関係助成金がありますので、「平成２７
年度雇用関係助成金のご案内～雇用の安定のために～」を併せてご参照ください。

平成２７年度

PL270424雇企01
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新たな人材の確保に向けて

新規学卒者等を採用し職場の中核人材に育成！

キャリア形成促進助成金

（認定実習併用職業訓練コース）

将来的に懸念されるドライバー不足に対応していくためには、必
要な免許を持った即戦力人材を求めるだけでなく、新規学卒者や職
業経験の少ない若年層等にも目を向け、採用した上で必要な知識・
技能を付与し、免許を取得する等自社にとって必要な人材に育成し
ていくといった新たな採用ルートの構築が重要です。

「雇って育てる」取組を応援します！！

「実習併用職業訓練（実践型人材養成システム）」
の実施

新規学卒者等を採用、企業内での実習（OJT）と教育訓練
機関等での座学等（Off-JT）を組み合わせて訓練を実施
（６か月以上２年以内）し、企業現場の中核人材に育成。

これを
活用！

【助成内容】

Off-JT賃金助成 一人一時間当たり800円

Off-JT経費助成 要した経費の1/2
（訓練時間数に応じて上限あり）

OJT実施助成 一人一時間当たり600円
※ 一事業所の1年間の支給限度額は1,000万円。

また、助成額・助成率は中小企業の場合。

１



２

◇助成金支給見込額◇

３４３,８００円
（Off-JT賃金助成分 72,800円 Off-JT経費助成 100時間未満の訓練の上限70,000円と仮定

OJT実施助成分 201,000円） ※実施事業者を中小企業と仮定

訓練コース名 トラックドライバー育成コース 座学等（Off-JT）
実施機関

実践型
人材養成
システム
の内容

職務名又は教科名 職務又は教科の内容 時間

実
習
等
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

輸配送補助
業務

倉庫内作業、積載品の確認・理解、荷積・
卸等荷役作業補助、適正な積載、固縛、
トラック乗務補助（ルート案内・確認、
伝票整理）、５S、安全点検、安全衛生、
マナー

80

配送作業

運行前点検、点呼、伝票整理、配送作業・
運行管理、荷積・卸作業、仕分け作業、輸
送包装の適正化、日報作成、フォークリフ
ト操作、

255

ＯＪＴ小計 ３３５ 時間

ౠ
৾
ಉ
␟
ۄ
ە
-ە

ڿ
ۉ
␠

学科

安全衛生 安全確保関係法令と基本事項 2
（一社）
○○県トラック協会

トラック
運輸事業

概論

貨物自動車運送事業の現状、ラックドライ
バーとしての基本的心構え、交通事故実例
の分析と再発防止対策、接遇・マナー、日
常走行時の燃料計測、エコドライブの経済
効果、データ解説等

９
（一社）
○○県トラック協会

実技

基本走行と
危険回避

実習

日常点検、安全運転姿勢・基本走行・安全
運転、危険回避と危険予測の必要性、後方
安全の理解

6
（一社）
○○県トラック協会

運転技能
向上実技

Ｓ字・クランク通過、速度コントロール、
縦列駐車、後退時の安全走行、省エネル
ギー走行及び燃料計測

6
（一社）
○○県トラック協会

フォーク
リフト講習

荷役装置の構造、取扱い方法、力学、走行
装置の構造、法令等、走行、荷役

31 ○○県労働基準協会

小型移動式
クレーン運
転技能講習

小型移動式クレーン運転技能講習
17 

▲▲モーター
スクール

玉掛け技能
講習

クレーン等に関する知識、玉掛けに必要な
力学、関係法令、クレーン等の玉掛実技

20
（一社）
労働技能講習協会

Ｏｆｆ－ＪＴ（教育訓練機関）小計 ９１ 時間

実践型人材養成システム合計 ４２６ 時間

そのほか、自社の業務内容
に応じて「危険物取扱者」､
「高圧ガス」､「高所作業車」
等必要な資格取得を組み込む
ことも可能

総訓練時間は一年に
換算して850時間以

上必要（よって６か
月訓練であれば425
時間以上）

座学等は外部教育訓練
機関により実施

OJTは
総訓練時間の
２割以上８割以下

応援！

【対応策】

活 用 例

カリキュラム例

【課題】社内トラックドライバーの高齢化が進み、若手人材確保に取り組みたいが、新規

学卒者を採用して育成する負担感が大きい。

高卒者等を雇い入れ、6か月間の「実習併用職業訓練」を実施。
輸配送業務に必要な基礎知識の習得や輸配送実務及びフォークリフト、小型移動式
クレーン運転、玉掛け等の周辺技能を習得し、将来輸配送・運行管理業務部門の中
核となる人材に育成。

【効果】 若手ドライバーの戦略的採用と助成金の活用による経済的負担の軽減を実現



３

訓練終了後、正規雇用労働者として雇い入れる
キャリアアップ助成金の活用

（正規雇用等転換コース）
【助成内容】

一人当たり５０万円

※ 助成額は事業者が中小企業の場合であり、平成27年度末までの暫定。

その後は40万円。

有期実習型訓練の実施

非正規労働者を採用、企業内での実習（OJT）と自社
又は教育訓練機関での座学（Off-JT）を組み合わせて
訓練（３か月以上６か月以内）を実施し、自社の人材
ニーズにマッチした正規雇用労働者を育成。

※ 訓練期間を雇用期間とする有期雇用として雇い入れますが、訓練終了後に自社の

正規雇用労働者として雇用することを目指すものです。

キャリアアップ助成金の活用
（人材育成コース）

【助成内容】

Off-JT賃金助成 一人一時間当たり800円
※ 訓練実施事業者が中小企業の場合

Off-JT経費助成 訓練時間に応じた額

OJT実施助成 一人一時間当たり800円
※ 訓練実施事業者が中小企業の場合

※ 一事業所の年間の支給限度額は500万円。

職業経験の少ない非正規労働者を
正社員化を目指して育成！

２

これを
活用！

さらに！

トラックドライバーは正社員としての求人が多いことや、一人で過ごす時間が長く、
過度なコミュニケーションを必要としないことなどから、職業経験の少ない若者等
に向いている可能性もあります。
やむを得ずフリーターとして生活している若者も多い中で、このような職業経験の

少ない非正規労働者を積極的に採用し、自社の戦力として育成してみませんか？



４

訓練コース名 トラックドライバー育成コース 座学等
（Off-JT）の
実施主体

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容

職務名又は教科名 職務又は教科の内容 時間

実
習

（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）

輸配送業務

運行前点検、点呼、配送先・積荷・ルート確
認、準備作業、積み付け、固縛、安全運転、
積み下ろし、日報作成、機器操作等の実技等

340

ＯＪＴ計 ３４０時間

座
学
等
（Ｏ
ｆ
ｆ‐

Ｊ
Ｔ
）

学

科

オリエンテーション 会社概要、社内規則、訓練計画等 2

社内
教育担当
幹部社員

職業能力の基礎知識 ビジネスマナー、電話応対、接客等 2

運送業務の概要
自社の運送業務の概要、輸配送作業の概要、
法令義務、遵守事項、点検事項

4

輸配送の基礎知識
取扱い製品の種類・特質・注意事項、取引先、
運行計画、品質管理、伝票、納品先ルール、
納品手続き、情報機器操作

5

安全衛生
雇い入れ時安全衛生教育、５Ｓ、安全点検、
ＫＹＴ、指差呼称、安全点検、交通安全、
健康管理、救急措置、事故事例等

4

荷扱いの基本動作
積載品の確認と理解、適正な積載、ケアマー
ク、荷崩れ・落下防止、積み下ろし手順等

4

運転者のマナー
身だしなみ、挨拶、公共交通の場での運転マ
ナー、顧客からの苦情対応等

2

近辺の地理・地勢
基本的な地理知識、一般的な最短経路、迂回
経路（運送する頻度の高い区間）、交通規制
（右折禁止、駐停車禁止、一方通行等）

4

事故・トラブル時の基本動作
事故処理マニュアルに基づく事故・トラブル
時対応等

3

能力評価 2

実
技

安全衛生作業 安全作業、衛生管理実務、救急法 4
社内

教育担当
幹部社員

中型車運転免許 中型トラック運転免許教習 16
外部教育訓練

機関
（○○
モーター

スクール）
フォークリフト講習 フォークリフト運転操作講習 31

日常点検実務実習 運行前点検、車両清掃、乗務前点呼、
日報作成等 4

社内
教育担当
幹部社員

Ｏｆｆ-ＪＴ計 ８７ 時間
有期実習型訓練合計 ４２７ 時間

カリキュラム例

【課題】正社員としてドライバーを採用したいが応募がない。フリーターなど職業経験の少
ない若年層の活用も検討したいが、必要な免許もない未経験者の採用には躊躇がある。

【対応策】 トラックドライバーとして過去五年以内に概ね三年以上正社員雇用されたこと
がない者を雇い入れ、４か月間の「有期実習型訓練」を実施。
輸配送業務に不可欠な中型免許及びフォークリフト免許の取得や運転実務に

従事するために必要な知識・技能を付与し、自社の人材ニーズにマッチした正社員
として育成する。

【効果】 自社育成により採用の幅を広げて人材確保を実現。助成金活用により育成経費の
負担軽減。

活 用 例

総訓練時間は６か月
当たりに換算した訓
練時間数が425時間
以上必要

座学等は外部教育
訓練機関だけでな
く、自社内でも実
施が可能（講師と
なる従業員に一定
の要件あり）。

OJTは
総訓練時間の
１割以上９割以下
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◇助成金支給見込額◇（有期実習型訓練実施に対して）

４４１，６００円
（Off-JT賃金助成分 69,600円 Off-JT経費助成 100時間未満100,000円

OJT実施助成分 272,000円） ※実施事業者を中小企業と仮定

応援！

◇助成金支給見込額◇（正規雇用労働者への転換に対して）

５００，０００円 ※ 平成27年度中に正規雇用に転換した場合。
なお、実施事業者を中小企業と仮定。

このほか、新たな労働者の雇入れに当たっては、就職困難者（高年齢者、
障害者、母子家庭の母等）を雇い入れる場合（特定求職者雇用開発助成
金）や安定就業を希望する未経験者等を試行的に雇い入れる場合（トライ
アル奨励金）などに活用できる助成金があります。

プラス・ワンポイント

訓練終了後に正規雇用労働者に転換した場合、さらに！
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従業員の継続的な育成に向けて

既に雇用している従業員に対しても、採用後、計画的・継続的に
訓練等を行いスキルアップを図っていくことは、経営基盤の強化等
のみならず、働くドライバーにとってのやりがい、働きがいにつな
がり、職場定着にも資するものです。

「継続的なスキルアップ」への取組を応援します！！

従業員の継続的な育成を通じて戦力アップを！３

従業員のスキルアップを段階的、体系的に進めるため
の事業内職業能力開発計画を作成するとともに、年間
職業能力開発計画を作成、提出。
これに基づき訓練を実施し、採用後も従業員に対して

必要な能力、資格等を継続的に付与。

【助成内容】

＜例えば・・・＞
普通免許を所持する新規学卒者（高卒）を採用した上で、２年後に次の

ステップとして大型免許や中型免許※１を取得させるスキルアップ訓練を
計画している。

→ 自動車学校で大型免許取得（29時間、訓練経費30万円※2）の場合に、
173,200円※３の助成金が支給。

※１ 訓練１コースが２０時間以上必要であるため、中型免許取得のための講習に自社内又
は外部機関において実施する講習等を付加する必要があります。

ただし、法令等で実施が義務づけられている講習は含まないため、初任運転者講習は
対象外。

※２ 訓練経費30万円は事業者が全額負担する必要があります。
※３ 実施事業者を中小企業と仮定。訓練経費助成は上限額15万円（100時間未満の場合）。

これを
活用！

キャリア形成促進助成金
（政策課題対応型訓練（成長分野等人材育成コース）の活用

Off-JT経費助成 要した経費の1/2
（訓練時間数に応じて上限あり）

Off-JT賃金助成 一人一時間当たり800円
※ 一人当たりの賃金助成時間、経費助成額には上限があります。また、１事業所の年間の支給限度額は

500万円です。なお、助成額・助成率はいずれも中小企業の場合。



７

職場環境の改善に向けて

労働条件や職場環境の改善は、新たな労働者の採用を促進する
だけでなく、せっかく確保した人材の職場定着を促進する上でも
重要です。

「魅力ある職場への改善」、「働きやすい職場づくり」への取組
を応援します！！

雇用管理制度の導入等を通じて
魅力ある雇用を創出！

職場定着支援助成金
（個別企業助成コース）の活用

４

これを
活用！

評価・処遇制度、研修制度、健康づくり制度、メンター
制度を導入し、雇用管理改善に取り組み、人材確保や労働者

の職場定着を促進。
＜例えば・・＞
・職能資格等級基準表を策定し、新たな賃金体系を構築
・従来の健康診断に加え、人間ドックによる新たな健康診断や腰痛健康診断等の
受診制度を導入

【助成内容】

雇用管理責任者を選任し、就業規則・労働協約を変更することにより雇用管理制
度を新たに導入。雇用管理制度導入による効果として、計画期間終了から一年経
過後の離職率に係る目標を設定。

導入した制度 支給額

評価・処遇制度 １０万円

研修制度 １０万円

健康づくり制度 １０万円

メンター制度 １０万円

さらに！ 目標を達成できた場合には６０万円の追加支給



８

仕事と生活の調和を目指して、働きやすい職場づ
くりを実現！５

労務管理に係る専門家への相談、労働時間の管理の適正化や
労働能率の増進に資する機械・器具の導入・更新などを実施
して、所定外労働時間の削減、年次有給休暇の取得促進を図る。

＜例えば・・・＞
運行終了後の洗車をこれまで手洗いで行っていたが、自動洗車機を導入し、

成果目標である所定外労働時間の削減と年休の取得日数の増加を達成。

これを
活用！

職場意識改善助成金
（職場環境改善コース）の活用

【助成内容】
（１）助成対象：労働時間管理適正化

（就業規則等の作成・変更費用、研修費用、労務管理用機器等の導入・更新
費用等が助成対象）

（２）助成対象：労働能率増進
（労働能率の増進に資する設備・機器等の導入・更新費用が助成対象）

＜成果目標＞
①年休の年間平均取得日数を４日以上増加
②月間平均残業時間数を５時間以上削減

＜助成率、上限額＞
費用の３／４を助成、上限１００万円
①、②いずれかが達成されない場合、５／８助成
①、②いずれも達成されない場合、１／２助成
（２）については①及び②のいずれも達成した場合のみ助成

事業所内の時間給８００円未満の労働者の賃金を引き上げた中小企業・小規模事業者
に対して、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等に係る経費の一部を助成する
助成金（中小企業最低賃金引上げ支援対策費補助金（業務改善助成金））があります。
詳しくは、都道府県労働局賃金課室にお問い合わせください。

プラス・ワンポイント



９

女性の活用に向けて

女性ドライバーの活用はドライバー不足の解消はもとより、企業イメー
ジの向上、社内コミュニケーションの円滑化、女性ならではの視点による
多様な提案等がなされ営業力強化・経営向上につながる等のメリットも期
待できます。
女性の活躍推進や職業生活と家庭生活の両立の実現に向けた取組を応援

します！！

子育てしやすい環境を整備し、
職業生活と家庭生活の両立を支援！

６

育児、子育てをしやすくする制度の導入に取り組み、女性ト
ラックドライバーが働きやすい環境を整備。

＜取組事例＞
女性ドライバーの子育てしやすい職場環境の整備に取り組むこととし、育児期間中

の代替要員を確保し、育児休業取得者を原職等に復帰させる制度を導入する。
その結果、子育てしやすい職場環境の整備により、女性ドライバーの継続就業が実現。

これを
活用！

両立支援等助成金

（中小企業両立支援助成金・代替要員確保コース）

【助成内容】
支給対象労働者１人当たり ３０万円

育児休業取得者が期間雇用者の場合 １０万円加算

１企業当たり１年度延べ１０人まで ５年間支給
くるみん取得事業主※の場合 平成３７年３月３１日まで ５０人まで支給

育児休業取得者が、育児休業終了後、原職等に復帰する旨の取扱いを就業規則等
に規定し、休業取得者の代替要員を確保し、かつ、休業取得者を原則等に復帰さ
せた場合

※ http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/kurumin/

両立支援等助成金には、ほかにも①事業所内保育施設設置・運営等支援助成金、②子
育て期短時間勤務支援助成金、③中小企業両立支援助成金（期間雇用者継続就業支援
コース、育休復帰支援プランコース）の三種類があります。
なお、女性活躍推進法（平成27年2月国会提出）が成立した場合には、各企業の女性

活躍推進の取組を支援するための助成金制度を実施する予定です。

プラス・ワンポイント



１０

地域事業者全体の労働環境の向上に向けて

トラック事業者は零細規模も多く、個々の事業者が自ら雇用管理改善
に取り組むことが困難な場合も多々あります。地域事業者全体の雇用管
理改善を推進し、雇用創出を図ることを目指して、都道府県トラック協
会が行う会員事業者に対する労働環境の向上を図るための事業を応援し
ます！！

都道府県トラック協会の皆様へ

地域事業者全体の雇用管理改善を推進し、

魅力ある雇用を創出！
７

雇用管理改善に向けた取組を進める上での課題等を把握した上で、
会員事業者の人材確保や職場定着に係る諸問題を改善する事業を実施
し、その成果・ノウハウを普及することを通じて地域全体の雇用管理
改善を推進。

＜例えば・・・＞
会員企業に対して、若手ドライバーの確保・定着に関して抱えている課題について状況

調査を行い、課題の改善に向けて①若年者向け業界研究セミナーの開催、②定着支援のた
めのキャリアカウンセラーを配置し、相談室や巡回による相談等を実施するなどし、事業
成果について会員企業に対するセミナーを開催するなどして広く普及する。

これを
活用！

職場定着支援助成金
（中小企業団体助成コース）

「労働環境向上事業」※を実施し、会員事業者の人材確保や労働者
の職場定着を支援。

【助成内容】
１年間の労働環境向上事業の実施に要した経費の２／３
※会員事業者数により支給限度額があります
（１００未満６００万円、１００以上５００未満８００万円、５００以上１，０００万円）



１１

※ 労働環境向上事業

以下（１）から（４）から構成されます。
（１）及び（４）を実施するとともに、（２）または（３）いずれかまたは両方を

実施することが必要です。

（１）計画策定・調査事業
労働環境向上事業の実施のために必要な調査研究を行い、実施計画を策定する

とともに、会員事業者の状況を把握し、雇用管理改善に継続的に取り組む上での
課題に把握する事業（例：雇用管理状況調査、従業員意識調査等）

（２）安定的雇用確保事業
会員事業者における労働者の安定的雇入れに向けた労働条件等の雇用環境及び

募集・採用に係る諸問題の改善を図る事業
（例：募集・採用ガイドブック、トラック運送業界研究セミナーの開催等）

（３）職場定着事業
会員事業者における労働者の職場定着に向けた労働条件等の雇用環境に係る

諸問題の改善を図る事業、会員事業者が労働者に対して職業相談を行う事業
（例：安全衛生セミナーの実施、職業相談員の配置及び職業相談の実施等）

（４）モデル事業普及活動事業
会員事業者において労働環境向上事業の効果の把握を行い、事業実施による成果

・ノウハウ等を他の事業者へ普及、活用等を図る事業
（例；モデル事業説明会の実施等）

なお、事業実施に当たっては、中小企業労働力確保法に基づく雇用管理改善計画を
策定し、都道府県知事の認定を受けるとともに、「労働環境向上事業」実施計画を
策定し、都道府県労働局長の認定を受ける必要があります。
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第２回トラック輸送における取引環境・労働時間中央協議会 
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